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Ⅰ 管内の概況 

 

１ 地理的背景   

管内は、福岡県の南部に位置し、大牟田市、柳川市、八女市、筑後市、大川市、みやま市、

大木町、広川町の６市２町からなっている。 

        管内の面積は８７８ｋ㎡で東部は大分県、南部は熊本県、西部は佐賀県、北部は久留米市・

うきは市に接している。東部は山地であり、西部は有明海へ向かって平坦な筑後平野が広がっ

ている。主な産業は、筑後平野での米・麦及びナス等の野菜栽培、有明海沿岸での海苔養殖を

中心とする漁業、山間地での茶・みかんなどの栽培、柳川の観光産業等である。 

   

２  所在地 

     所 在 地    ◎本庁舎 福岡県柳川市三橋町今古賀８－１ 福岡県柳川総合庁舎内 

            〇分庁舎 福岡県八女市本村２５            福岡県八女総合庁舎内 

   

３ 管轄区域 

   大牟田市、柳川市、八女市、筑後市、大川市、みやま市、大木町、広川町 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
     
                             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※監査指導課、保健衛生課食品衛生第二係は次の市町村も管轄している。 

 小郡市、うきは市、朝倉市、筑前町、東峰村、大刀洗町 
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４ 管内市町別人口、世帯数、面積 

 

（令和６年４月１日現在） 

（資料:福岡県人口移動調査） 
＊高齢化率：福岡県ホームページ【高齢者地域包括ケア推進課】 

福岡県の高齢者人口及び高齢化率の推移（令和５年１０月１日現在） 

 

 

Ⅱ 保健福祉環境事務所の概要 

 

１ 沿革 

 

昭和１５年 ４月 福岡県大川保健所設置（後の三潴保健所） 

 

昭和１８年 ４月 福岡県瀬高保健所設置（後の山門保健所） 

 

昭和１９年１０月 福岡県福島保健所設置（後の八女保健所） 

 

昭和３０年１１月 福岡県八女福祉事務所設置、福岡県南筑後福祉事務所設置 

 

平成 ９年 ４月 黒木保健所が八女保健所、三潴保健所が久留米保健所にそれぞれ統合。 

 

平成１４年 ９月 保健所と福祉事務所が統合され、保健福祉環境事務所となる。 

 

平成２１年１０月 山門保健福祉環境事務所と八女保健福祉環境事務所、久留米保健福祉 

 

環境事務所の一部（大川市・大木町）が統合し、南筑後保健福祉環境 

 

事務所となる。 

 

令和 ２年 ４月 大牟田市保健所業務が県（南筑後保健福祉環境事務所）に移管される。 

 

 

 

 

人  口 

世帯数 面積（㎢） 
総数 男 女 

高齢化

率＊ 

大牟田市 105,753 49,176 56,577 37.80 55,254    81.45  

柳 川 市 61,926 29,398 32,528 34.66 26,390  77.15 

八 女 市 59,835 28,469 31,366 36.60 25,811 482.44 

筑 後 市 49,181 23,776 25,405 27.94 21,088 41.78 

大 川 市 31,450 14,923 16,527 36.60 13,988 33.62 

みやま市 34,700 16,238 18,462 39.34 14,643 105.21 

大 木 町 13,667 6,531 7,136 29.64 5,255 18.44 

広 川 町 19,159 9,322 9,837 29.73 8,209 37.94 

計 375,671  177,833 197,838 34.04 170,638 878.03 
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２ 組織の概要                           

（１） 組織機構及び分掌事務（令和６年４月１日現在） 

【本庁舎】

庶務会計・生活保護医療、介護券交付事務 

医務、薬務、統計、総合相談窓口 

保健事業、健康づくり等 

難病等助成、疾病対策 

精神保健 

食品衛生（一般） 

食品衛生（広域専門監視） 

生活衛生、狂犬病予防、動物愛護

感染症対策 

【分庁舎】

児童福祉、婦人及び母子・父子・寡婦福祉

高齢者福祉、障がい者福祉 

生活保護 

児童福祉施設等の監査指導  介護保険事業者運営指導 

（北筑後管内含む） 

地球温暖化対策、浄化槽、自然公園、鳥獣保護、温泉 

大気、水質、廃棄物対策

 

副所長 

（本庁舎） 

監査指導課

地域環境課 

環境長 

 

環境指導課

社会福祉課

高齢・障がい福祉係 

福祉係 

副所長 

（分庁舎） 

 
保護課 

 

 

生活衛生係 

保健衛生課 

児童家庭係 

企画指導係 

健康増進係

 

保健監 

（保健所長）

精神保健係 

食品衛生第一係 

疾病対策係 

健康増進課

所長 

感染症係 

食品衛生第二係 

総 務 係

総務企画課 
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（２）職員数 

（令和６年４月１日現在）   

        所属 

職種 
合計 

所 長 

保健監 

副所長 

環境長 

総務企画課 健康増進課 保健衛生課 社会福祉課 保護課 監査指導課 地域環境課 環境指導課 

 事 務 職 ４８ ２ １１ ３ ３ １１ ５ ８ ４ １ 

 技 術 職 ７１ ２ ８ ２６ ２４   １ ２ ８ 

 

医 師 ２ １ １        

獣医師 ８    ７     １ 

薬剤師 １５ １ ４  ７    ２ １ 

化 学 ６         ６ 

管理栄養士 ２   ２       

保健師 ３１  ２ ２１ ８      

助産師 ２   ２       

診療放射線技

師 
５  １ １ ２   １   

 臨床検査技師           

 

理学療法士           

看護師           

 労 務 職 ４  １  ３      

 

用務員           

自動車運転士 １  １        

動物愛護管理  

技術員 
３    ３      

合  計 １２３ ４ ２０ ２９ ３０ １１ ５ ９ ６ ９ 

＊保健監は所長が兼任している。 

   ＊総務企画課長は本庁舎（柳川）の副所長が兼任している。 
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３ 附属機関等 

（１）南筑後保健所運営協議会及び部会      

   地域保健法第１１条及び福岡県保健所運営協議会条例に基づき設置しており、関係機関・ 

団体等の代表者で構成し、所管区域内の地域保健及び保健所の運営について審議する。 

         協 議 会              部  会 

 

                                  （総務企画課） 

地区保健医療対策 

 

                                  （総務企画課） 

  救急医療対策 

         健康危機管理対策 

      

                                  （健康増進課） 

         健康増進対策等 
 

 
                                   （健康増進課）  

精神障がい者対策 

    心の健康づくり対策 

 

 

（２）令和５年度南筑後保健所運営協議会及び各部会開催状況 
 

名   称 実施日  場 所 内      容 

南筑後保健所 

運営協議会 
R5.9.20 

柳川総合庁舎

大会議室 

・令和４年度南筑後保健所運営協議会各部会報告 

・新型コロナウイルス感染症について 

・南筑後保健所主要事業について 

救急医療部会 R6.2.20 

・南筑後保健所管内における救急医療体制及び救急搬送状

況について 

・効果的な救急啓発の取組について 

・南筑後地区健康危機管理連絡マニュアルの改正について 

保健事業部会 R6.2.8 

・食環境整備事業（ふくおか食の健康サポート店）について 

・健康測定機器(血管年齢測定器、体成分測定器等)を活用

した健康づくりへの意識啓発について 

・たばこ対策事業について  

・プレコンセプションケアの推進について 

精神保健 

福祉部会 
R6.2.29 

・令和５年度「精神障がい者地域支援事業」について 

・令和５年度重点事業「自殺対策事業」について 

・今後の自殺対策事業における効果的なポピュレーション

アプローチの進め方について 

 

保健医療計画部会 

精神保健福祉部会 

南筑後保健所運営協議会  

保健事業部会 

救急医療部会 
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 Ⅲ 業務の概要 

 

総務企画課 

総務企画課は、総務係と企画指導係の２係である。 

総務係は、所内外との連絡調整や庶務一般のほか、職員の人事、服務、各種手当等の認定・支給

並びに公有財産、備品の管理、職員の福利厚生や各事業に関する収入及び保健福祉環境事務所運営

に必要な諸経費の支払事務を行っている。 

一方、企画指導係は、保健所運営協議会等の運営、市町をはじめとする関係機関等の連絡調整、

保健、医療、福祉系人材の育成、病院、診療所及び薬局の立入検査等の業務を行っている。 

 

＜総務係＞ 

１  庶務及び財務会計事務 

 

２  その他の事業 

所属研修（公務員倫理、飲酒運転撲滅、情報管理の徹底、人権基本講座） 

参加人数  １３０名 

    実 施 日    令和５年１１月１６日・２０日・２２日・２７日・２９日 

場  所  福岡県柳川総合庁舎大会議室及び福岡県八女総合庁舎大会議室 

       

＜企画指導係＞ 

１ 医務 

（１）管内病院・診療所数及び病床数 

（令和６年３月３１日現在） 

 

施設 

 

市 

病       院 診  療  所 
歯科診

療所施

設 数 

施

設

数 

病   床   数 施

設

数 

内有床

施設数 

病床

数 

内療

養数 一般 療養 精神 
結

核 

感染

症 
計 

大牟田市 22 2,176 684 1,218 20 2 4,100 109 (21) 335 (24) 71 

柳 川 市 6 486 237 170 0 0 893 58 (5) 79  37 

八 女 市 8 562 528 284 0 0 1,374 57 (4) 61  37 

筑 後 市 2 231 41 180 0 2 454 50 (4) 40 (6) 28 

大 川 市 2 479 140 0 0 0 619 29 (2) 25  17 

みやま市 2 129 70 278 0 0 477 30 (3) 42  16 

大 木 町 1 0 120 0 0 0 120 12 (0) 0  6 

広 川 町 4 252 211 0 0 0 463 14 (1) 19  11 

合 計 47 4,315 2,031 2,130 20 4 8,500 359 (40) 601 (30) 223 
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（２）立入検査  

   ア ＜病 院＞ 

     実施期間 ： 令和５年１０月１６日～令和６年３月１日 

     施 設 数 ： ４７か所 

 

イ ＜診療所＞ 

     実施期間 ： 令和５年７月４日～令和５年１０月３日 

    施 設 数 ： １１６か所（有床診療所１１、無床診療所６８、歯科診療所３７） 

 

 ウ ＜助産所＞ 

     実施期間 ： 令和５年１０月１１日～令和５年１０月１２日 

     施 設 数 ： ５か所 

 

（３）医療安全対策研修会 

   （中止） 

 

（４）救急医療 

救急医療及び救急業務に対し、正しい理解と認識を深め、かつ救急医療関係者の意識の向 

上を図るため、毎年国が定めた「救急の日（９月９日）」及び「救急医療週間」に、関連行事

を医師会、消防署、市と共同で、開催している。また、柳川・八女総合庁舎におけるポスタ

ー及び懸垂幕の掲示を行い、普及啓発に取り組んだ。 

あわせて、初期救急医療の普及を図るための救命講習会や救急医療電話相談事業（#7119、

#8000）啓発街頭活動を実施した。 

 

（５）福岡県保健医療計画 

医療法第３０条の４第１項の規定に基づく本県の保健医療計画は、平成３０年３月２９日付 

けをもって平成３５年度末までを期間とする新たな計画（第７次保健医療計画）として見直さ

れ、告示された。 

当事務所は、久留米医療圏の一部（圏域全体は北筑後保健福祉環境事務所で所管）、八女・筑 

後医療圏及び、有明医療圏を所管しており、５疾病５事業をはじめとした保健医療施策の推進

を図っている。 

  

 

 

 

 

実施日 場   所 内     容 対象者数 

R5.6.13  柳川市立柳城中学校 心肺蘇生法実技講習会、啓発物品の配布 101 

R5.9.7 柳川市消防本部 
救急救命講習（心肺蘇生法、AED の使用方法

について） 
12 

R5.9.8  
西鉄柳川駅駅前広場

（西口駅前広場） 

救急電話相談窓口（#7119、#8000）街頭啓発

活動 
360 

R5.10.15 筑後広域公園 ちっご祭り救急コーナーにて啓発物品の配布 － 

R5.10.22 八女市立花運動場 
八女地区総合防災訓練に合わせた救急ブース

にて啓発物品の配布 
－ 
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（６）地域医療構想及び地域医療構想調整会議 

団塊の世代が７５歳以上を迎える令和７年度を見据え、将来に渡って持続的に適切な医療・

介護が受けられ、高齢者をはじめ県民が住み慣れた地域で必要な医療が受けられるよう、効率

的かつ質の高い医療提供体制を整備するため、医療法第３０条の４第２項第７号及び第３０条

の６の規定に基づき、福岡県地域医療構想が平成２９年３月に策定された。 

構想の実現に向けて、構想区域ごとに設置された地域医療構想調整会議において、進捗状況

について情報を共有するとともに、課題等について協議を行っている。なお、大川市・大木町

については、久留米区域地域医療構想調整会議等で協議が行われている。 

 八女・筑後区域 

（八女市･筑後市･広川町） 

有明区域 

（柳川市･みやま市･大牟田市） 

構想区域地域医療構想調整会議 第１回 R5.7.19 

第２回 R5.11.13 

第３回 R6.3.19 

第１回  R5.7.11 

第 2 回  R5.10.30 

第 3 回 R6.3.6 

医療機能分化連携推進部会 会議招請なし 第１回  R5.4.19 （書面会議） 

第２回 R5.7.11 

第３回  R6.1.26 （書面会議） 

 

（７）免許受付及び進達事務 

    免許受付件数                 

                             （令和６年３月３１日現在） 

区   分 登録申請 書 換 再交付 抹 消 計 

医 師 １０ ５ ０ ４ １９ 

歯 科 医 師 １ １ ０ ６  ８ 

診療放射線技師 １４ ０ ０ ０ １４ 

作 業 療 法 士 ２５ １２ ２ ０ ３９ 

理 学 療 法 士 ４９   ９ ０ ０ ５８ 

歯 科 技 工 士 ０ ０ ０ ０ ０ 

臨床検査技師 １９ ７ ０ ０ ２６ 

衛生検査技師 ０ ０ ０ ０ ０ 

視 能 訓 練 士 ３ ２ ０ ０ ５ 

保 健 師 １４ ８ １ ０ ２３ 

助 産 師 １ ２ ０ ０ ３ 

看 護 師 ２１１ １１６ １８ ０ ３４５ 

准 看 護 師 ９２ ２７ １４ ０ １３３ 

薬 剤 師 １６ ９ １ ０ ２６ 

管 理 栄 養 士 ８ １５ ２ ０ ２５ 

栄 養 士 ３３ １６ ２ ０ ５１ 

合  計 ４９６ ２２９ ４０ １０ ７７５ 
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２ 薬務 

各種申請受付業務と併せて、医薬品の品質確保や適正使用の推進、毒物劇物の適正管理の徹底

を図るために、医薬品、毒物劇物の販売業者、薬局等に対して立入調査や監視指導を行っている。

また、麻薬等の不正使用を防止するため、病院、診療所等取扱い施設の立入調査も実施している。 

  

（１）薬局等受付件数         （令和５年度）（業態数：令和６年３月３１日現在）               

業   種   名 業態数 新 規 更 新 廃 止 変更届 休止再開 合 計 

薬         局 ２２９ １３ ４０ ８ ４３２ １ ４９４ 

店 舗 販 売 業 １００ ５ ２５ ５ ２６０ １ ２９６ 

卸 売 販 売 業 ２６ １ １０ ３ １１  ２５ 

再生医療等製品販売業 ４  １ １ ５  ７ 

薬 種 商 販 売 業 １  １    １ 

特 例 販 売 業 １       

配 置 販 売 業 １０  １    １ 

薬局製剤製造業、薬局製剤製造販 １０  ２ ２   ４ 

高度管理医療機器販売業、貸与業 １６５ １２ ２６ ９ ６４ １ １１２ 

小    計 ５４６ ３１ １０６ ２８ ７７２ ３ ９４０ 

毒 物 劇 物 一 般 販 売 業 １０７ ６ １６ ８ １２  ４２ 

毒物劇物農業用品目販売業 ５５ １ ７ １ １０  １９ 
毒物劇物特定品目販売業 １３  ５ ２   ７ 

小    計 １７５ ７ ２８ １１ ２２  ６８ 

合    計 ７２１ ３８ １３４ ３９ ７９４ ３ １００８ 

 

（２）令和５年度麻薬等関係受付件数（小売業等は卸売業を含む。） 

ア 麻薬免許申請    ５１９件 （施用者：３８３件、管理者：４１件、小売業等：９５件）  

                 内訳：新規   ６７件       １０件、       １３件  

                         更新  ３１６件、    ３１件、       ８２件  

イ 麻薬記載事項変更届 １１１件 （施用者：１０１件、小売業等：１０件） 

ウ 麻薬業務廃止・返納届 ７８件 （施用者：  ６３件、管理者：  ８件、小売業等： ７件） 

エ 麻薬廃棄届    ２２０件 （麻薬廃棄届：７４件、調剤済麻薬廃棄届：１４６件） 

オ 麻薬事故届     １９件 

カ 麻薬年間届    ４１７件 

キ 残余麻薬届     １８件 

ク 残余麻薬譲渡届    ６件 

ケ 向精神薬関係届    ３件 

コ 覚醒剤原料関係届  １６件 

 

（３）不正大麻、けし撲滅運動 

４月から６月にかけて（自生又は不正に栽培された大麻及び）けしの撤去啓発指導を行った。 

 

実施件数：大麻 ０件、けし ４件 ２６０株  

  

（４）「ダメ。ゼッタイ。」普及運動 

   麻薬・覚醒剤・シンナー等の薬物乱用の撲滅を訴えるため、国連が定めた「国際麻薬乱用撲 

滅デー（６月２６日）」に合わせ、関係団体と協力し、ヤング街頭キャンペーンを例年実施して 

いる。 
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３ 保健統計等報告業務 

  保健福祉環境行政の諸施策のための基礎資料を得るため、統計法及び人口動態調査令等に基づ

き保健統計業務を行っている。 

 

報 告 業 務 時  期 ５年度 内     容 

人口動態調査 

毎月 

２５日

（県） 
○ 

管内における出生、死亡、死産、婚姻、離婚に

ついての調査 

人口動態職業・産業調査 
10 日（県）   

人口動態事象と職業及び産業という社会的属性との

関連を明らかにしようとする調査 （5 年に 1 回、国勢調査年に実施） 

医療施設動態調査 毎月 10 日（県） ○ 
医療施設の開設、廃止・変更の受領 

処分に基づいての調査 

医療施設静態調査 ３年に１回 9～10 月 ○ 
医療施設の名称、所在地、開設者、診療科目設

備、従事者数等の調査 

病院報告 毎月 10 日（県） ○ 
全病院、療養型病床を有する診療所について実

態及び利用状況の調査 

患者調査 ３年に１回 9～12 月 ○ 
医療施設を利用する患者について、その傷病の

状況等の実態を把握する調査 

受療行動調査 ３年に１回 9～11 月 ○ 
医療施設を利用する患者について、受療の状況

や受けた医療に対する満足度等の調査 

衛生行政報告例 

毎年 5 月 ○ 
公衆衛生・環境衛生・医務及び薬務関係行政

の実態を数量的に把握するための調査 
隔年 12 月～1月  

地域保健・健康増進事業

報告 
毎年 5 月 ○ 

地域住民への保健施策実施状況の把握と活動

状況の調査 

国民生活基礎調査 毎年 6～7月 ○ 
国民の保健、医療福祉、年金、所得等 

国民生活の基礎的事項の調査 

社会保障・人口問題基本

調査 
毎年 6～7月 ○ 人口、経済、社会保障の間の関連調査 

社会保障制度企画調査 
3 年に 2回 7 月   

社会保障を支える世代の就業状況や子育て、親

への支援の状況の実態を把握する 
（年によって名称と内容が変わる） 

所得再配分調査 3 年に 1回 ７～８月 ○ 
社会保障制度及び租税制度における所得再配

分の実態を明らかにする調査 

医師・歯科医師・薬剤師

調査 
２年に１回 12 月～3月  性、年齢、業務種別、従事場所及び診療科名等

による分布を把握する調査 

家庭の生活実態及び生活

意識に関する調査 
単年 7 月   家庭の生活実態及び生活意識に関する調査 
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４ 企画調整業務 

（１）市町広報誌掲載依頼及びウェブページ掲載 

 地域保健・医療・福祉等に関する情報や事業について管内の市町広報誌へ掲載を依頼し、併

せて南筑後保健福祉環境事務所ウェブページ上に掲載を行っている。 

 

（２）研修・学生等実習の受け入れに関すること 

    保健・医療・福祉サービスを担う人材の養成機関として、医師、保健師、看護師、栄養士等 

の学生実習の受け入れを行っている。また、平成１７年度から研修医の医師臨床研修を受け入 

れている。 

 

    ア 研修等の受け入れ 

研 修 名 研 修 生 人数 

臨床医師研修 
社会医療法人親仁会 

米の山病院 
   ２ 

   

イ 学生等の実習指導 

課 程 学校名 人数 

保 健 師 

 

久留米大学 医学部看護学科 ５ 

帝京大学福岡医療技術学部 ４ 

聖マリア学院大学 ６ 

福岡国際医療福祉大学 看護学部 ５ 

管理栄養士  中村学園大学 栄養科学部 ２ 

看 護 師 
杉森高等学校 看護専攻科 ６４ 

八女筑後看護専門学校 看護科 ３０ 

医 師 国立大学法人 九州大学 ２ 

 

（３）健康危機管理 

健康危機管理事例の発生時に関係機関とスムーズに連携できるよう、「南筑後地区健康危機管 

理連絡マニュアル」及び「南筑後地区健康危機管理緊急連絡先一覧」等を作成し運用している。 

さらに、平成２３年度に迅速かつ適切な所内対応を図ることを目的として、「南筑後保健福祉環 

  境事務所健康危機管理マニュアル」及び「南筑後保健福祉環境事務所健康危機管理対策本部設置 

要領」を策定し、内容を更新しながら所内各課に周知すると共に連絡体制の強化に努めている。 

   また、令和５年度福岡県南筑後保健所運営協議会救急医療部会において「南筑後地区健康 

危機管理連絡マニュアル」の報告を行った。 
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（４）管内市町保健福祉担当課長会議   

      管内市町との連携を深め、保健福祉事業の円滑な推進や地域住民への質の高いサービス提 

供を図るために会議を実施した。 

  

実 施 日 場 所 内 容 

R5.6.26 柳川総合庁舎 

・南筑後保健福祉環境事務所（総務企画課、健康増進課、

保健衛生課）の業務について 

・管内市町保健福祉担当課の主な事業等について 

 

 

（５）総合相談窓口 

県政に対する苦情、意見、要望、問い合わせや、県民生活に関する相談等を受け付け、専門 

的相談については、専門機関への紹介等を行っている。また、地域保健に関する情報提供、各

種専門的・技術的健康教育の講師派遣に関する調整も行っている。 

 

５ その他業務 

（１）民生委員・児童委員事務 

民生委員・児童委員の活動費及び弔事に関する事務を行っている。 

 

（２）援護事務 

戦没者追悼式等に関する事務を行っている。 

 

（３）日本赤十字社事務 

福岡県支部からの依頼に基づく、社資募集及び広報活動の支援に関する事務を行っている。 

 

（４）ふくおか・まごころ駐車場制度事務 

平成２４年２月１５日から「ふくおか・まごころ駐車場制度」がスタートし、障がい者や 

高齢者、妊産婦等を対象に利用証の交付事務を行っている。 

 

（５）令和５年度地域医療従事者同和問題研修会 

 

 

 

 

実 施 日 場 所 内 容 対象者 参加者数 

R5.9.6 八女総合庁舎 
講演「性的マイノリティに関す

る偏見や差別について」 

講師 南筑後教育事務所 

社会教育主事補  

勝島 夕介氏 

管内の病院４８施設及び 

令和５年度に立入検査を 

実施又は実施予定の診療 

所において医療に従事す 

る医療職員、事務職員 

２８名 

R5.9.8 柳川総合庁舎 ６４名 
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健康増進課 

  健康増進課は、健康増進・疾病予防に係る対策、疾病対策、精神保健福祉に係る対策を行ってい

る。令和２年４月からは、大牟田市保健所の業務移管※により、健康増進係、疾病対策係、精神保

健係の３係体制となっている。 

※大牟田市保健所の指定難病・小児慢性特定疾患・肝炎等・原爆被爆者援護・不妊治療の５つの

申請業務は、令和３年度に移管。 

 

＜健康増進係＞ 

健康増進係は、地域保健法に規定する都道府県の役割に応じて、管内住民の健康増進・疾病予防を目

的として、研修・集団指導・健康相談・健康教育・医療給付・訪問業務等を行っている。また、多様化す

る住民ニーズに対応したきめ細かい地域保健サービスを提供するために、地域の関係機関との連携・調

整の強化を図っている。 

 

１  母子保健 

（１）乳幼児発達診査事業 

出生等の状況から心身の正常な発達に関して諸問題を有している乳幼児や、乳幼児健診及び

家庭訪問等で精神運動発達面及び言語発達面において障がいを残すおそれがあると判断され

た乳幼児に対して、市町や医療機関との連携のもとに発達相談を実施している。 

 

（２）未熟児等訪問指導事業 

平成２５年度から申請窓口は市町に移行したが、市町からの相談には随時対応し、必要に応

じケース会議等に出席している。 

 

（３）不妊に悩む方への特定治療支援事業(平成１６年度～令和５年度) 

不妊治療を希望しているにもかかわらず経済的負担を感じている夫婦に対して、費用の一部

を助成する事業を実施している。 

令和２年度は、４月１日から、県独自助成制度において助成回数が拡充された。また、令和

３年１月１日以降に終了した治療を対象に、所得制限の撤廃、事実婚夫婦への対象拡大、助成

上限額の増額、助成上限回数の拡充が行なわれた。 

令和４年度は、４月１日から不妊治療費が保険適用となったため、年度をまたぐ治療（１回）

に限り助成を実施している。 

令和５年度は、令和５年３月に実施された不妊治療の助成のみ受付を行った。 

 

不妊治療費助成申請件数 

年度 １回目 ２回目 ３回目 ４回目 ５回目 ６回目 計 

令和３年度 ２６４ １２４ ４３ ７ １ ０ ４３９ 

令和４年度 ６０ 対象外 対象外 対象外 対象外 対象外 ６０ 

令和５年度 ０ 対象外 対象外 対象外 対象外 対象外 ０ 

 

令和５年度からは、保険適用となった特定不妊治療と併用して全額自費で実施される「先進

医療」に係る費用の一部の助成を行っている。（「福岡県不妊に悩む方への先進医療支援事業」）

申請は、先進医療支援専門窓口での郵送受付のみ。 
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（４）不育症に関する助成事業（令和３年度～） 

 ア 福岡県先進医療不育症検査費用助成事業 

   先進医療として厚生労働省が告示している不育症検査にかかる費用の一部を助成する 

事業を実施している。 

 イ 福岡県不育症検査費・治療費助成事業 

   医療保険適用外の不育症検査及び治療にかかる費用の一部を助成する事業を実施して 

いる。 

  

 不育症に関する助成申請件数 

年度 
福岡県先進医療不育症 

検査費用助成事業 

福岡県不育症検査費・ 

治療費助成事業 

令和３年度 ０ ０ 

令和４年度 ０ １ 

令和５年度 ０ １ 
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（５）ハイリスク妊産婦支援事業 

妊娠期からリスクのある母親を把握し、産後うつ病を含めた育児等の不安軽減することで、

関係機関と連携しながら児童虐待を未然に防止することを目的として、関係者の資質向上のた

めの研修会等を開催している。 

 

実施日 場所 内  容 
参加者

数 

R5.5.31 
柳川総合庁舎 

別棟会議室 

母子保健担当者会議 

１ 管内市町・保健所の母子保健事業について 

２ 子育て世代包括支援センター・こども家庭 

センターについて 

３ 妊娠期からのケア・サポート事業について 

４ その他 

８市町 

・児童 

相談所 

１８ 

R6.2.13 
柳川総合庁舎 

大会議室 

研修会（疾病対策係と合同開催） 

講演「医療的ケア児の成長・発達を支える地域の

役割」 

講師 福岡県医療的ケア児支援センター 

 横田 信也 氏 

事業説明１「福岡県小児慢性特定疾病及び医療的 

ケア児に関する事業について」 

講師 南筑後保健福祉環境事務所 

疾病対策係 職員 

事業説明２「福岡県妊娠期からのケア・サポート 

事業について」 

講師 南筑後保健福祉環境事務所 

健康増進係 職員 

グループワーク 

２４ 

R6.3.4 
柳川総合庁舎 

大会議室 

研修会（事例検討会） 

「精神疾患を有し２児を育児している 

母親への支援について」 

事例提供 大川市 子ども未来課 おやこ保健係 

講 師 聖マリア学院大学看護学部 

研究科長・教授 眞﨑 直子 氏 

２３ 

R6.3.4 
柳川総合庁舎 

大会議室 

母子保健担当者等会議 

１ こども家庭センターについて 

２ プレコンセプションケアの推進について 

３ その他 

８市町 

・児童 

相談所 

１９ 
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（６）生涯を通じた女性の健康支援事業 

女性は、妊娠・出産など、ライフステージにおいて女性特有の様々な健康問題や悩みを抱え

ていることがあるため、気軽に相談できる体制を確立することで、生涯を通じた女性の健康保

持増進を図っている。 

 

実施日 場所 内  容 参加者数 

R5.6.3 

福岡県有明海

水産会館 3階 

大会議室 

出前講座 

講 演「女性と貧血について」 

講 師 南筑後保健福祉環境事務所 

健康増進係 職員 

２８ 

R5.8.3 ＷＥＢ会議 

研修会 

講演１「プレコンセプションケアについて」 

講師１ 南筑後保健福祉環境事務所  

健康増進係 職員 

講演２「生理の話（思春期）および HPV ワクチン 

の話」 

講師２ 医療法人杏東会 東原産婦人科医院 

院長 東原 徹 氏 

２７ 

R5.10.17 
（大川市） 

三川屋 

出前講座 

講 演「女性と貧血について」 

講 師 南筑後保健福祉環境事務所 

健康増進係 職員 

１８ 

R6.3.1 

～3.8 

柳川総合庁舎 

玄関ロビー 

女性の健康週間の啓発を庁舎玄関にて実施 

１ ポスターを掲示 

２ チラシ配布 

－ 
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２ 健康増進 

（１）健康づくり事業（生活習慣病対策） 

   ア  地域職域連携 

（ア） 地域・職域連携会議 

地域保健と職域保健が連携し、情報を共有しながら生活習慣病の発症予防・重症化予防 

  を図り、健康寿命を延伸することを目的として、「地域・職域連携会議」等を開催してる。 

 

  

 

（イ）特定健康診査・がん検診受診率向上に向けた取組 

健(検)診の周知を図るためのチラシを作成し、各商工会・商工会議所・労働基準協会等の

会報誌への掲載や折り込みを依頼し配布した。また、健(検)診の必要性を啓発するため、労

働基準監督署・労働基準協会等の協力により、中小企業職員を対象とした講話などの啓発

活動を行っている。 

 

イ 特定健診・特定保健指導についての取組 

各市町の未受診者対策、特定保健指導の実施率の向上及び健康づくりに取組む事業所の拡

大に向けた取組み等について、管内市町保健事業担当係長及び担当者会議及び地域・職域連

携会議の中で情報交換を行っている。 

  

 

ウ  ふくおか健康づくり県民運動基盤事業（健康づくりに取組むきっかけづくり） 

広く一般県民を対象に、県民運動情報発信サイトや健康測定機器を活用し、自主的健康づ

くりの支援及び生活習慣改善のための情報提供を行うとともに、特定健診、がん検診の受診

勧奨を行っている。 

 

    令和５年度  実施回数   ８回     参加者数 ４７９名 

 

 

実施日 場所 内  容 参加者数 

  

R5.8.28 

 

ＷＥＢ会議 

【南筑後管内市町保健事業担当係長及び担当者会議】 

１ 県における健康づくり関係業務の取組みについて 

２ 市町における健康づくり関係業務の取組みついて 

３ 情報交換 

 

８市町 

３２ 

  

 

 

R5.11.15 

 

 

 

ＷＥＢ会議 

【福岡県南筑後保健福祉環境事務所地域・職域連携会議】 

「職域関係機関と連携した特定健診・保健指導・がん検診

受診率向上に向けた取組み」 

１ 働く世代の健康づくり～保険者への健診結果の提供

の活用～ 

２ がん検診受診率向上のための取組み 

３ 情報提供 

３９機関 

５８ 

R5.12.12 

柳川総合庁

舎大会議室

（ハイブリ

ット形式） 

【令和 5 年度地域職域連携推進事業研修会（南筑後地区）】 

１ 中小企業における健康経営のすすめ方 

講師 産業医科大学 産業生態科学研究所 産業保健

経営学研究室 准教授 永田 智久 氏 

  ２ 福岡県・南筑後保健所の事業紹介 

２７か所 

４１ 
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エ  健康づくり実践アドバイザー派遣事業（中小企業の経営者に対する周知・啓発） 

健康づくりの必要性について理解を深めてもらうために、経営者等を対象とした講演等を

実施している。 

 

令和５年度  実施回数   ２回     参加者数 ３４２名 

 

オ 南筑後地区生活習慣病重症化予防事業(平成２５年度～) 

糖尿病等の生活習慣病の重症化を予防し、患者のＱＯＬの向上を図るため、行政と医療、保

険者との連携強化による総合的な生活習慣病予防対策の推進を図っている。 

（ア）市町への支援 

生活習慣病重症化予防に取り組む市町が、効果的な受診勧奨や保健指導、栄養指導を行

えるよう、医師会や関係機関との連携強化や調整を図っている。 

例年、年度当初に市町担当者会議、その後、市町へのヒアリング等を実施している。その

他、市町と調整し管内医師会へ事業説明及び医師会を通じて医療機関への実施依頼を行っ

ている。 

 

（イ）検討会議 

行政と医療が連携し、糖尿病を始めとする生活習慣病の重症化のリスクが高い方に適切な

受診勧奨、保健指導を行い治療に結びつける体制を整備するために、「生活習慣病対策事業

検討会議」を開催している。 

 

（ウ）従事者研修会 

市町、医療機関の特定健診・保健指導に従事する者を対象に研修会を開催した。 

 

実 施 日 場所 内  容 参加者数 

R6.3.5 ＷＥＢ会議 

（行政説明） 

１ 福岡県の生活習慣病対策について 

２ 糖尿病性腎症重症化予防事業に係る管内市町の状

況について 

３ 令和４年度検討会議における当所からの提案に対

する取組結果及び今年度の提案について 

（協議） 

１ 意見交換 

委員  ８ 

市町  ８ 

実施日 場所 内  容 参加者数 

R5.11.9 ＷＥＢ研修 

１ 講演１『糖尿病性腎症重症化予防を目的とする「かか 

りつけ医から糖尿病専門医・専門医療機関への紹介 

基準」について』 

講師 公立八女総合病院内分泌代謝内科医長 

（糖尿病専門医） 岩田 慎平 氏 

２ 講演２『糖尿病性腎症重症化予防を目的とする「かか 

りつけ医から腎臓専門医・専門医療機関への紹介基 

準」について』 

講師 公立八女総合病院企業団副企業長・ 

腎臓内科部長 

（腎臓専門医） 大原 敦子 氏 

３ 実践報告「生活習慣病重症化予防事業における連絡 

票の活用について」 

            報告 みやま市健康づくり課 

７５ 
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（２）栄養改善  

ア 市町村健康づくり・健康増進計画（栄養・食生活分野）支援会議 

    管内市町に従事する行政栄養士の業務について、効果的な事業実施のための情報提供及び意

見交換を行っている。 

 

実施日 場所 内      容 参加者数 

R5.6.14 
柳川総合庁舎 

別棟会議室 

担当業務の取組状況について情報交換 

〇次期健康増進計画と栄養改善事業（ポピュレー

ションアプローチ） 

〇乳幼児、学童期への関わり 

〇食生活改善推進会の養成 

１５ 

R6.3.6 
柳川総合庁舎 

別棟会議室 

１ 情報提供 食育・次世代の健康に関する事業 

２ 担当業務の取組状況について情報交換 

 （食育計画、食育・次世代を対象とした事業） 

１６ 

 

 

イ 健康増進法に基づく業務 

（ア）健康づくり・栄養改善指導 

地域住民の栄養状態の改善及び食生活等生活習慣改善の促進を図るため、個別又は集団に

対し、運動・休養も含めた健康づくり、生活習慣病予防等の指導を行っている。 

  

健康増進（栄養･運動指導）                         （令和５年度） 

区分 

個別指導延人員 集団指導延人員 

栄 養 

指 導 

運 動 

指 導 

休 養 

指 導 

禁 煙 

指 導 
合 計 

栄 養 

指 導 

運 動 

指 導 

休 養 

指 導 

禁 煙 

指 導 
合 計 

実施

数 
１１０ ４７９ ０ ０ ５８９ ６１２ ３４２ ３４２ ６０ １,３５６ 

 

（イ）給食施設指導 

給食施設に対して、利用者の身体状況等をふまえ、適切な熱量及び栄養素の量を満たす食

事の提供及び品質管理が行われるよう必要な助言及び指導を、個別指導（巡回指導・書面指

導等）や集団指導にて実施している。 

 

給食施設数   ３７８施設 （令和６年３月３１日現在） 

 

給食施設指導実施状況                              (令和５年度) 

区      分 

特 定 給 食 施 設 
その他の 

給食施設 
合 計 

１回１００食以上又は 

１日２５０食以上 

１回３００食以上又は 

１日７５０食以上 

給食管理個別指導延施設数 ９６ ２ １２９ ２２７ 

給食管理集団指導延施設数 ６３ ３ ８０ １４６ 
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ウ  栄養士関係業務 

栄養士法に基づく管理栄養士養成施設学生の公衆栄養学実習の受け入れを行っている。 

令和５年度 学生実習 ２名 

 

エ  調理師関係業務 

調理師免許及び取得等に係る業務を行うとともに、調理業務に従事する者の資質の向上に資

するための研修会を行っている。 

（ア）調理師免許 

令和５年度  新 規 申 請…９２件（養成校卒 ６５件 試験合格 ２７件） 

書 換 申 請…２１件 

再交付申請…１０件 

           

 

（イ）調理師研修会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施日 場所 内容 参加者数 

R5.9.6 

R5.9.7 

柳川総合庁舎 

大会議室 

講義「衛生管理について」 

講師 当所 食品衛生監視員 

講義及び情報交換「栄養管理について」 

講師 当所 栄養指導員 

１４ 

R6.2.26 ＷＥＢ研修 

講話１「加齢に伴うお口の変化 オーラルフレイルにつ

いて」 

講師 一般社団法人八女筑後歯科医師会 口腔管理推

進室 歯科衛生士 橋本 稔惠 氏 

講話２「噛む・飲み込む機能に応じた嚥下調整食分類の

選択～特に嚥下調整食３・４について～」 

講師 独立行政法人 国立病院機構 大牟田病院 

   摂食・嚥下障害看護認定看護師 阿部 素子 氏 

講話３「おいしいキレイ食べやすい「軟菜食」の調理と

は」 

講師 医療法人 八女発心会 介護老人保健施設 舞

風台 管理栄養士 石橋 有紀 氏 

講話４「給食施設の衛生管理」 

講師 当所 食品衛生監視員 

２１ 
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オ  食生活改善推進事業 

  健康づくり対策の一環として、地域における食生活改善の普及啓発等の活動を行う食生活改

善推進会の組織の育成、支援を行っている。 

また、健康づくりに関する知識と実践方法等を普及することを目的として、「食と健康教室」

を実施している。 

 

 

 

カ  ふくおか食の健康サポート店の整備 

ヘルシーメニュー（野菜たっぷり、塩分ひかえめ、カロリーひかえめ）を提供する飲食店や

弁当店を増やすことにより、外食利用者が個々人の状況に合った食事を選択できる環境づくり

や、住民の自主的な健康づくりを支援している。 

 

     ふくおか食の健康サポート店登録数   １４店舗 （令和６年３月３１日現在） 

  

キ  食品の栄養表示等の相談、指導 

健康増進法第６５条及び食品表示法に基づき食品の表示に関する相談、指導（夏季・年末の

一斉監視を含む）及び普及啓発を行っている。 

令和５年度は、「食と健康教室」において、栄養成分表示に関する講話を行った。また、６

月の食育月間には、塩分に関する媒体および栄養成分表示に関する媒体を、柳川総合庁舎ロビ

ーに展示した。さらに、食品関連事業者を対象とした食中毒予防講習会の場で、栄養成分表示

に関する情報提供を行った。 

 

令和５年度 相談・指導件数 ７２件   普及啓発（集団指導） ４９７名 

 

 

ク  専門的栄養事業  

（ア）総合栄養相談・指導 

専門的な栄養相談と栄養情報提供のための相談窓口を設置している。 

  

  令和５年度 栄養相談（栄養情報提供）     ３３７件 

 

回 実施日 場所 内容 参加者数 

１ 
R5.10.6 

 

柳川総合庁舎 

大会議室 

１ 講話「楽しくお食事していくために」 

講師 福岡県歯科衛生士会 歯科衛生士  

蓮田 美由紀 氏 

２ 講話「子供のおやつについて」 

講師 中村学園実習生 ２名 

３ 講話「第３次健康増進計画について」 

  講師 南筑後保健福祉環境事務所 

健康増進係 職員 

３５ 

２ 
R5.11.7 

 

大木町こっぽーっ

とホール 

南筑後食生活改善推進連絡協議会研修会 

１ 活動発表「私達の地域活動について」 

発表 大川市健康を守る婦人の会 

筑後市食生活改善推進会 

２ 講演「落語で発見！食にまつわる大切なコト」 

講師 食育落語家 福々亭 金太郎 氏 

１７１ 
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（イ）地域の栄養ケア等の整備支援 

高齢化の進展に伴う在宅療養者の増加を踏まえ、地域の在宅療養者の栄養・食生活の支援

を担う管理栄養士等の育成・資質の向上を図るため研修会を実施した。 

 

実施日 場所 内         容 参加者数 

R6.2.26 

 

WEB研修 

 

講話１「加齢に伴うお口の変化 オーラルフレイルに

ついて」 

講師 一般社団法人八女筑後歯科医師会 口腔管理推

進室 歯科衛生士 橋本 稔惠 氏 

講話２「噛む・飲み込む機能に応じた嚥下調整食分類

の選択～特に嚥下調整食３・４について～」 

講師 独立行政法人 国立病院機構 大牟田病院 

   摂食・嚥下障害看護認定看護師 阿部 素子 氏 

講話３「おいしいキレイ食べやすい「軟菜食」の調理

とは」 

講師 医療法人 八女発心会 介護老人保健施設  

舞風台 管理栄養士 石橋 有紀 氏 

講話４「給食施設の衛生管理」 

講師 当所 食品衛生監視員 

２２２ 

 

ケ  国民健康・栄養調査 

  国民健康・栄養調査は、健康増進法に基づき、国民の身体状況、栄養素等摂取量及び生活習

慣の状況を明らかにし、国民の健康の増進の総合的な推進を図るための基礎資料とすること

を目的としている。厚生労働省が調査地区を指定し、大川市本木室地区付近が対象となった。 

  

○国民健康・栄養調査  対象世帯 全２１世帯（６７人）  実施世帯 １０世帯 

 

 

 

３ 保健事業 

（１）特定健康診査・保健指導の負担金申請に係る審査 

平成２０年度から、市町村が実施する特定健康診査・保健指導の負担金申請の審査を行うと

ともに、事業実施についての指導や助言を行っている。 

 

（２）健康増進事業の補助金申請に係る審査 

平成２０年度から、市町村が実施する健康増進事業の補助金申請の審査を行うとともに、事

業実施について指導や助言を行っている。 

 

（３）保健事業に関する調査 

国・県による各種調査、また市町村の資料をとりまとめ、進捗状況の管理及び実施体制に対  

する支援を行っている。 
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４ たばこ対策 

たばこが健康に及ぼす影響を軽減し、健康増進を図るため、「禁煙支援」、「未成年者の喫煙防止

対策」、「受動喫煙防止対策」を実施した。 

 

（１）禁煙支援 

たばこには多くの有害物質が含まれており、喫煙は肺がん、ＣＯＰＤ（慢性閉塞性肺疾患）

や虚血性心疾患をはじめ、多くの生活習慣病の危険因子となることから、当所が所管する地域・

職域連携会議等の場において、禁煙支援に係る情報の提供を行った。 

 

（２）２０歳未満の者の喫煙防止対策 

実施日 場所 内 容 対象者 参加者数 

R5.7.20 

R5.8.9 

R5.8.24 

柳川総合庁舎 

別棟会議室 
喫煙防止セミナー 

 

実習生 

４ 

５ 

５ 

 

（３）受動喫煙防止対策 

受動喫煙による非喫煙者の健康被害も問題となっており、令和２年４月には健康増進法が改

正され、施設の類型に応じて禁煙措置や喫煙場所の特定等の対策を講じることとなった。 

当所では、同法の改正に係るチラシの配布、一般的な問い合わせ対応を行った。 

 

 

５ 歯科保健 

（１）地域保健関係職員等研修事業（歯科保健） 

歯科保健施策の効果的な推進を目的として、市町村における歯科保健事業の水準の確保及び

歯科保健を中心とした地域保健と職域保健の連携を促進のために、関係者を対象とした各種研

修を実施している。 

※Ｐ２２（イ）地域の栄養ケア等の整備支援と合同開催 
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６ 在宅医療推進事業  

所内に南筑後地域在宅医療支援センターを設置し、在宅医療を希望する患者・家族の相談対応

や市町における在宅医療連携体制構築の支援、各種データ等の情報提供を行っている。 

  

（１）相談窓口の設置 

在宅療養を希望する住民や関係機関からの相談に対応している。 

 

（２）南筑後地域在宅医療推進協議会 

 

 

 

（３）地域在宅医療支援センター機能強化事業（平成３０年度～） 

各市町では、介護保険法に基づき、在宅医療・介護連携推進事業を実施している。南筑後地 

域在宅医療センターでは、在宅医療・介護連携推進を図ることを目的に、管内市町の支援及び

市町・医師会等関係者間の広域調整を行っている。 

 

ア 市町ヒアリング 

    目的：各市町の在宅医療・介護連携推進事業の取組み状況等を把握し、市町の取組み支援

及び広域的な連携調整に資する。 

時期：令和５年６月 

 

 

  イ 各市町・医師会が開催する各種会議・研修会開催への協力と参画 

    協議内容： 

     ・在宅医療・介護連携の課題の抽出、対応策の検討 

     ・切れ目のない在宅医療と在宅介護の提供体制の構築 

     ・医療・介護関係者の情報共有の支援 

     ・医療・介護関係者の研修 

     ・地域住民への啓発  等 

実 施 日 場所 議  事 参加者数 

R6.2.6 
柳川総合庁舎 

大会議室 

１ 事業説明 

福岡県における在宅医療介護連携推進事業 

今後の方向性 

２ 報告事項 

・令和５年度南筑後保健福祉環境事務所  

取組実績 

・各市町における在宅医療介護連携推進事業

の取組状況 

３ 協議事項：退院時における多職種連携の推進 

委員 １８ 

代理  ３ 

欠席  １ 
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＜疾病対策係＞ 

疾病対策係は、がん対策、難病対策事業等（指定難病、小児慢性特定疾病、肝炎・肝がん・重

度肝硬変治療、原爆被爆者援護等）の医療費助成を行っている。また、地域での難病患者等を支

援するための体制整備に向けて、相談対応、家庭訪問、研修会、関係者による協議会等を行って

いる。 

なお、当所管内は、高齢化率が高く、広域で公共交通機関も限られていることから、八女分庁

舎においても申請窓口を開設している。 

 

１ がん検診推進事業 

平成２３年度から、市町村が実施するがん検診事業に関する補助金交付申請の審査を行うと

もに、事業実施について指導や助言を行っている。 

   また、がんによる死亡率減少を目指し、がん征圧月間等に県民へがん検診啓発を行っている。 

 

２  難病対策事業 

（１）特定医療費（指定難病）医療費助成制度 

「難病の患者に対する医療等に関する法律」に基づき、厚生労働大臣が指定する難病につ

いて、医療費助成に関する申請交付事務を行っている。 

また、申請等の場を活用して個別相談を行い、家庭訪問による療養指導にも繋げている。 

                               （各年度３月３１日現在） 

年 度 特定医療費受給者証所持者数 うち新規受給者証交付者数 

令和４年度 ３，５９５ ５３９ 

令和５年度 ３，６６０ ５５９ 

 

（２） 難病患者地域支援対策推進事業 

ア  在宅療養支援計画策定・評価事業 

個々の患者等の実態に応じてきめ細かな支援を継続して行うため、保健・医療・福祉の各 

サービス提供計画を策定し、その効果について評価を行っている。 

   

イ 訪問相談事業 

在宅療養中の難病患者に対し、健康面及び保健・医療・福祉に関する相談・支援を行い、 

患者及び家族のＱＯＬの向上を図っている。   

 

     ウ  医療相談事業 

難病患者・家族の療養上の不安を解消するために、専門の講師による講話や患者・家族同

士の交流の場を設け、難病に関する知識の普及啓発、日常生活の工夫についての助言及び療

養生活における相談等の支援を行っている。 
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（３）難病電話相談事業（難病ホットラインの設置） 

専用の相談電話を設置し、難病患者及び家族の悩みや不安を解消・軽減することにより、患者・ 

家族のＱＯＬの向上を図っている。 

 

（４）在宅人工呼吸器使用患者支援事業 

人工呼吸器を装着していることにより特別の配慮を必要とする在宅の難病患者等が、診療報酬

で定められた回数を超える訪問看護を受けることができるよう、委託先である訪問看護ステーシ

ョン等に対し必要な費用を交付している。 

令和５年度の利用者は５名、支援事業所は２事業所（訪問看護ステーション）であり、支援者

や事業所間で連携会議等を実施しながら支援の継続がなされている。 

 

（５）難病患者緊急搬送に係る体制整備 

   医療依存度の高い在宅難病患者について、患者・家族の希望を確認し同意が得られた場合は、

事前に管轄の消防機関に患者情報を提供し、災害時や病状急変時等の緊急搬送に備えている。 

 

（６）災害時における避難行動要支援者対策について 

   災害時に支援を要する在宅難病患者が安全かつ確実に避難できる支援体制を整備するため、難

病患者の実態調査を行うとともに、難病患者等避難行動要支援者台帳を作成し、同意の得られた

者については、市町に情報提供を行っている。 

 

実施日 場  所 内      容 参加者数 

R5.8.23 
八女総合庁舎 

母子保健室 

個別相談会 

相談員 福岡県難病相談支援センター  

難病相談支援員 青木 惇 氏 

１（１組） 

R5.8.24 
柳川総合庁舎 

第 3会議室 

個別相談会 

相談員 福岡県難病相談支援センター 

難病相談支援員 金子 麻理 氏 

４（３組） 

R5.8.25 
柳川総合庁舎 

第 3会議室 

個別相談会 

相談員 福岡県難病医療連絡協議会 

（難病ネットワーク） 

難病診療連携コーディネーター 原田 幸子 氏 

２（２組） 

R5.10.17 
柳川総合庁舎 

大会議室 

筋萎縮性側索硬化症 講話を交えた交流会 

講師 独立行政法人国立病院機構大牟田病院 

   慢性疾患看護専門看護師及び外来副看護師長 

   田中 亜由美 氏 

 

講師 福岡県難病医療連絡協議会（難病ネットワーク） 

   難病診療連携コーディネーター 

   原田 幸子 氏 

９（６組） 



Ⅲ 業務の概要 健康増進課 

27 

 

（７）難病従事者等研修会 

   難病相談に従事する医療・保健・福祉関係者を対象に研修会を開催し、難病に関する知識の普 

及、技術の向上を図っている。 

実施日 場所 内    容 参加者数 

R5.11.29 

 

WEB 

研修 

 

講演１「神経難病について理解しよう～病気の基礎知識～」 

（パーキンソン病、ALS、脊髄小脳変性症を中心に） 

講師 独立行政法人 国立病院機構 大牟田病院  

脳神経内科 栄 信孝 医師 

   

講演２「在宅神経難病患者を地域で支えるために 

～難病患者が利用できる福祉制度と支援の実際～」 

講師 福岡県難病医療連絡協議会  

難病診療コーディネーター 原田 幸子 氏 

 

市町及び 

関係機関 

49 か所 

91 名 

 

（８）難病対策地域協議会 

   地域における難病患者への支援体制に関する課題等について、医療･福祉・行政等で情報を共

有し、地域の実情に応じた体制の整備について協議を行っている。 

実施日 場所 内    容 参加者数 

R5.12.14 

 

柳川総合庁舎 

大会議室 

【報告】 

南筑後保健福祉環境事務所における難病対策事業に

ついて 

【協議事項】 

在宅難病患者に対する個別避難計画の策定に向けて

～人工呼吸器を装着した患者の計画策定の現状と今

後の取り組み～ 

市町及び 

関係機関 

委員 20 名 
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３ 小児慢性特定疾病 

（１）小児慢性特定疾病医療費助成制度 

  小児慢性特定疾病にかかっている児童等（当該疾病の程度が一定以上であるもの）の保護

者に対し、申請に基づき、医療に要する費用（小児慢性特定疾病医療費）を支給している。 

    また、申請時等には、医療及び日常生活上の問題に関する相談に応じている。 

 令和５年度 小児慢性特定疾病医療受給者証 所持者数     （令和６年３月３１日現在） 

疾患群 
大牟

田市 

柳川 

市 

八女

市 

筑後

市 

大川

市 

みや

ま市 

大木

町 

広川

町 
計 

01 悪性新生物群 14 10 6 11 1 6 5 2 55 

02 慢性腎疾患 4 0 0 1 0 0 0 0 5 

03 慢性呼吸器疾患 1 2 0 1 0 0 0 0 4 

04 慢性心疾患 7 4 5 7 3 2 2 0 30 

05 内分泌疾患 17 11 5 13 6 2 1 2 57 

06 膠原病 2 1 1 1 1 0 0 1 7 

07 糖尿病 4 0 4 2 0 1 1 1 13 

08 先天性代謝異常 3 0 1 1 1 2 0 1 9 

09 血液疾患 7 2 3 2 0 1 0 0 15 

10 免疫疾患 2 3 1 1 0 0 1 0 8 

11 神経・筋疾患 7 3 6 0 1 1 1 2 21 

12 慢性消化器疾患 12 4 2 2 1 2 2 1 26 

13 染色体又は遺伝子

に変化を伴う症候群 
0 0 0 1 0 0 0 0 1 

14 皮膚疾患群 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

15 骨系統疾患 1 0 3 2 0 0 1 0 7 

16 脈管系疾患 0 0 0 0 1 0 0 0 1 

     計 82 40 37 45 15 17 14 10 260 

 

（２）小児慢性特定疾病児童等ピアカウンセリング事業 

    専門スタッフによる助言・相談等を行うことにより、保護者等の不安軽減、ひいては小児慢

性特定疾病児童等の日常生活における健康の保持増進及び福祉の向上を図ることを目的として

開催。令和５年度は、北筑後保健福祉環境事務所と共催で、保護者の交流会を実施した。 

実施日 場  所 内    容 参加者数 

R5.11.14 
久留米総合庁舎

会議室 

講話を交えた交流会 

「学校生活をよりよいものにするために～IBD(炎症

性腸疾患)治療と学業の両立に向けて～」 

講師 福岡大学筑紫病院 

臨床保育士 髙野 祥子氏 

４ 
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（３）慢性疾病児童等療育相談支援事業 

慢性的な疾病により長期にわたり療育を必要とする児童等について、適切な療育を確保する

ため、その疾病の状態及び療育の状況を把握し、適切な療育指導を行い、慢性疾病児童等の健

全育成及び自立促進を行うことを目的として療育相談指導、訪問指導、育児支援教室等を実施。 

 

実施日 場  所 内    容 参加者数 

R5.8.22 
柳川総合庁舎 

第 3会議室 

 

 

個別相談会 

相談員 福岡県難病相談支援センター  

小児慢性特定疾病児童等自立支援員  

後藤 和代氏 氏 

１（１組） 

R5.10.18 
柳川総合庁舎 

第 3会議室 
１（１組） 

R5.11.17 
八女総合庁舎 

講堂 
４（３組） 

R6.2.6 
柳川総合庁舎 

第 3会議室 
２（２組） 

R6.2.13 
柳川総合庁舎 

大議室 

1 講演  

「医療的ケア児の成長・発達を支える地域の役割」 

講師   

福岡県医療的ケア児支援センター  横田 信也 氏 

2 事業説明 

(1)「福岡県小児慢性特定疾病及び医療的ケア児に関

する事業について」 

     当所職員 

(2)「福岡県妊娠期からのケア・サポート事業につい

て」 

    当所職員 

２４ 
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４ 肝炎対策 

（１）肝炎治療特別促進事業 

   Ｂ型及びＣ型ウイルス性肝炎の有効な治療方法であるインターフェロン治療、インター 

フェロンフリー治療及び核酸アナログ製剤治療に係る医療費の一部助成を実施している。 

 

申請者数                     （令和５年度） 

薬剤 新規 更新 再治療 

インターフェロン ０   

インターフェロンフリー ５８  １ 

アナログ製剤 ２７ ３７１  

 

（２）ウイルス性肝炎患者等重症化予防推進事業 

初回精密検査及び定期検査の未受診の解消を図り、ウイルス性肝炎患者等の重症化予防を図

ることを目的として、Ｂ型、Ｃ型肝炎ウイルスによる慢性肝炎・肝硬変・肝がんの治療者に対

し、精密検査又は定期検査の費用助成を行っている。 

 

申請者数    （令和５年度） 

検査種類 申請者数 

初回精密検査 ５ 

定期検査 ３８ 

 

 

（３）肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業 

肝がんは、再発を繰り返し予後が悪いこと、また、重度肝硬変（非代償性肝硬変）も肝がん

同様に予後が悪いこと、更に、ウイルス感染を原因とし、慢性肝炎から軽度肝硬変を経て重度

肝硬変、肝がんへと進行するために長期に渡り療養を要するという特徴がある。このため、肝

がん・重度（非代償性）肝硬変患者の医療費の負担軽減を図るとともに、肝がん・重度肝硬変

の治療効果、患者の生命予後や生活の質を考慮し、最適な治療を選択できるようにするための

研究を促進することを目的とし、医療費の助成を行っている。 

 

申請者数      （令和５年度） 

新規 更新 治療費請求 

１件 ５件 １１件 

 

 

（４） 肝炎相談・検査事業 

（令和５年度） 

区 分 件数 

相談 
電話 ３１０ 

面接 ８８４ 

無料検査（保健所実施分） １２ 
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５ 原爆被爆者援護   

「原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律」に基づき、原爆症認定申請を始め、被爆者健康

手帳交付申請、一般疾病医療費支給申請、諸手当支給認定申請、葬祭料支給申請のほかに、福祉

事業の訪問介護利用助成受給者資格認定申請等を受付けている。 

被爆者健康診断については、平成１３年から医療機関に委託しており、年２回の健康診断等に

関する事務を行っている。 

 

  被爆者健康手帳交付状況                 （令和６年３月３１日現在） 

区分 被爆者健康手帳 健康診断受診者証 計 

件数 １０７ ３ １１０ 

 



 

 

 

Ⅲ 業務の概要 健康増進課 

 

32 

＜精神保健係＞ 

精神保健係は、地域精神保健福祉業務の中心的な行政機関として、精神保健福祉センター・市

町村・医療機関・社会福祉関係機関・社会復帰施設等を含めた地域社会との緊密な連絡協調のも

と、精神障がい者の早期治療並びに精神障がい者の社会復帰及び自立と社会経済活動への参加の

促進を図るとともに、地域住民の精神的健康の保持増進に努めている。 

 

１ 精神医療対策 

（１）措置入院及び医療保護入院 

入院形態別 管内精神科病院の入院者数               令和６年３月３１日現在 

年度 管内病床数 措置入院数 医療保護入院者数 任意入院者数 その他入院者数 合計 

2 2,130 7 521 1,395 2 1,925 

3 2,130 10 546 1,296 2 1,854 

4 2,130 4 542 1,270 1 1,817 

5 2,130 2 542 1,217 1 1,762 

                                                             

（２）申請・通報・届出等に関する対応  

精神障がいによる自傷他害のおそれのある者に係る通報等の受理から措置入院決定までの

事務、措置入院・医療保護入院についての届出の受理、定期病状報告受付等の業務を行ってい

る。  

   措置入院の解除は、指定病院管理者から「措置入院の症状消退届」が提出された後、内容を

審査のうえ、病院関係者及び措置入院者に解除面接をし、聞き取りのうえ、決定している。 

令和６年３月３１日現在の当所における取扱措置入院者数は６名である。 

管内の申請・通報件数                     （件） 

年度 申請・通報 
通 報 等 内 訳   

合計 
22 条 23 条 24 条 25 条 26 条 26 条の 2 

2 実件数 0 30 4 0 19 0 53 

3 実件数 0 30 4 0 14 0 48 

4 実件数 0 36 2 0 17 0 55 

5 実件数 0 34 5 0 4 0 43 

＊ ２２条：診察及び保護の申請、  ２３条：警察官の通報、  ２４条：検察官の通報、  
   ２５条保護観察所の長の通、 ２６条：矯正施設の長の通報、  ２６条の２：精神科病院の管理者の届出 

  

（３）精神科救急医療システム 

本県では、精神疾患により救急医療を必要とする者に対し、休日夜間においても迅速かつ適

切な医療及び保護を行えるよう、休日及び午後５時から翌日午前９時までの間、精神科救急医

療システムが運用されている。当所も、必要に応じて本システムを活用しながら、休日夜間に

おいても事前調査、措置診察、移送等を実施している。 

 

（４）精神科病院の実地指導 

精神障がい者の人権に配慮した適正な精神医療を確保し、精神障がい者の社会復帰・社会参

加を促進する観点から、毎年管内９か所の精神科病院を対象に実施している。 

       

（５）措置入院及び医療保護入院者の現地診察 

        措置入院者及び医療保護入院者等について、当該病院において知事が指定する現地診察医の

現地診察に直接立ち会い、入院患者の病状を把握するとともに、入院継続の要否及び措置入院

者の措置解除等についての事務を行っている。 
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２ 社会復帰対策 

（１）精神障がい者地域支援事業 

医療、福祉、行政等の関係機関が連携して精神障がい者に対する充実した支援体制を構築す

ること及び地域で安定した生活を希望する精神障がい者への障がい福祉サービスの提供等を

関係機関が協力して行うことにより、精神障がい者が住み慣れた地域で安心して生活ができる

よう支援を行うことを目的として事業を実施している。 

令和５年度も、引続き、精神障がいに対する正しい理解の促進及び地域支援者の質の向上、

関係機関の連携を図ることを目的として、研修会を実施した。また、「精神障がい者にも対応

した地域包括ケアシステム」の構築に向け、関係機関会議を開催した。令和５年度は、『地域

の現状と課題の共有、今後の取組み』に焦点を絞って協議を実施し、関係機関と地域の現状・

課題を共有する機会を得た。 

 

（ア） 精神障がい者地域支援関係機関会議 

実施日 場所 内容 対象者 参加者数 

R5.12.26 

 

柳川総合庁

舎大会議室 

１ 当所から情報提供 

「管内の精神科病床入院患者の状況につい

て」 

２ 講話１ 

「精神障がいにも対応した地域包括ケアシ

ステムの構築プロセス」 

講師 聖マリア学院大学看護学部 

研究科長・教授 眞﨑 直子氏 

講話２ 

「精神障がいにも対応した地域包括ケアシ

ステムの構築に向けた協議の場における

取組み」 

 講師 飯塚市嘉麻市桂川町障がい者基幹

相談支援センター長 藤嶋 勇治氏 

３ 協議 

「誰もが安心して自分らしく暮らすことの

できる地域の仕組みづくり」 

 

管内関係機

関 40 か所 

（市町福祉

課、市町健

康 づ く り

課、精神科

病院、訪問

看護ステー

ション、相

談支援事業

所、障害者

就業・生活

支援センタ

ー、家族会、

精神保健福

祉センター

等 

30 か所 

33 名 
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（イ） 精神保健福祉関係機関研修会 

実施日 場所 内容 対象者 参加者数 

R6.1.18 

 

柳川総合庁

舎大会議室 

１ 情報提供 

「管内の精神障がい者の現状について」 

 担当 当所保健師 

２ 講話１ 

「リカバリーの視点をもって精神障がい

者の地域生活を支える」 

 講師 久留米大学文学部 

准教授 坂本 明子氏 

  講話２ 

「地域とつながり、ともに支え合う」 

    講師 船小屋病院 

リハビリテーション課長  

石田 博氏 

 

管内関係機

関 56 か所 

（精神科病

院、相談支

援事業所、

市町福祉・

保健・地域

包括担当部

署） 

19 機関 

30 名 

 

（ウ） 精神障がいに関する普及啓発 

実施日 場所 内容 対象者 参加者数 

R5.7.21 

  

大木町役場 当所保健師 

「精神障がいにも対応した地域包括ケアシス

テムの構築に向けて」 

大木町民生

委員・児童

委員 

35 名 

R5.8.21 

 

みやま市役所 当所保健師 

「精神障がいにも対応した地域包括ケアシ

ステムの構築に向けて」 

みやま市相

談支援部会

出席者 

6 名 

R5.10.24 

 

広川町保健福

祉センター  

はなやぎの里 

当所保健師 

「精神障がいにも対応した地域包括ケアシ

ステムの構築に向けて」 

広川町民生

委員・児童

委員 

38 名 

R5.11.24 

 

大木町役場 当所保健師 

「社会資源情報誌の紹介」 
自立支援協

議会委員 

18 名 
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３ 地域精神保健福祉対策 

（１）精神保健福祉相談事業（こころの健康相談） 

精神疾患、アルコールや薬物依存、認知症、思春期等で悩みのある方やその家族等を対象に、

定例相談日を設けて、専門医による精神保健福祉相談を実施している。 

また、定例相談日に来所できない方については、保健師が面接や電話で随時、相談に応じて

いる。 

※ 定例相談日   

（本庁舎）    第１、２      木曜日 １３：００～１５：００ 

（分庁舎）    第１、２、３、４＊  月曜日 １４：３０～１６：００ 

（大木町子育て交流センター）奇数月第４水曜日 １３：３０～１５：３０ 

（大川市保健センター）    偶数月第４水曜日 １３：３０～１５：３０ 

（大牟田市保健センター）  第３水曜日    １３：００～１５：００ 

＊…分庁舎の第１・２ 月曜日は保健師が相談対応 

＊…奇数月は第４月曜日、偶数月は第３月曜日に実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

精神保健福祉相談（定例）                      （令和５年度） 

相談 

場所 

内 訳 再 掲 

老
人
精
神
保
健 

社
会
復
帰 

ア
ル
コ
ー
ル 

薬
物 

ギ
ャ
ン
ブ
ル 

ゲ
ー
ム 

思
春
期 

心
の
健
康
づ
く
り 

う
つ
・
う
つ
状
態 

摂
食
障
害 

て
ん
か
ん 

L
G
B
T
 

そ
の
他 

合
計 

ひ
き
こ
も
り 

自
殺
関
連 

本庁

舎 

実数 １ 0 1 0 2 0 0 7 0 0 0 0 3 14 0 0 

延数 1 0 1 0 2 0 0 7 0 0 0 0 3 14 0 0 

分庁

舎 

実数 1 0 2 0 0 0 0 5 0 0 0 0 2 10 0 0 

延数 1 0 2 0 0 0 0 5 0 0 0 0 2 10 0 0 

大川 

大木 

実数 0 0 0 0 0 0 0 5 0 0 0 0 1 6 0 0 

延数 0 0 0 0 0 0 0 6 0 0 0 0 1 7 0 0 

大牟

田 

実数 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 0 0 

延数 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 0 0 

管内 

合計 

実数 2 0 3 0 2 0 0 18 0 0 0 0 6 31 0 0 

延数 2 0 3 0 2 0 0 19 0 0 0 0 6 32 0 0 
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（２）適正飲酒指導 

平成２４年４月に「福岡県飲酒運転撲滅条例」が施行され、平成２７年に改正され、アルコ

ール依存症に関する受診義務等の強化に関する規定が施行された。この改正により、初回違反

者についても診察または指導の対象となり、同年１０月から、県内全ての保健所で、飲酒運転

撲滅運動の推進に関する保健指導（適正飲酒指導）を実施している。保健指導では、ＡＵＤＩ

Ｔ（アルコール依存症の自己チェック）の実施とアルコール健康障がいや適正飲酒について説

明を行い、アルコール健康障害の予防と健康増進のために適正飲酒が実施できるよう指導を行

っている。 

                         （令和５年度） 

 実施回数 来所者（指導人数） 

適正飲酒指導 12 52 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 精神保健福祉相談（定例外）                                    （令和５年度） 

 

老
人
精
神
保
健 

社
会
復
帰 

ア
ル
コ
ー
ル 

薬
物 

ギ
ャ
ン
ブ
ル 

ゲ
ー
ム 

思
春
期 

心
の
健
康
づ
く
り 

う
つ
・
う
つ
状
態 

摂
食
障
害 

て
ん
か
ん 

L
G
B
T
 

そ
の
他 

合
計 

再掲 

ひ
き
こ
も
り 

自
殺
関
連 

実 

数 
1 0 2 0 0 1 2 3 2 1 0 0 21 35 2 2 

延 

数 
4 0 2 0 3 2 2 4 2 1 0 0 98 118 3 2 

 電話相談                                         （令和５年度）                                                   

 

老
人
精
神
保
健 

社
会
復
帰 

ア
ル
コ
ー
ル 

薬
物 

ギ
ャ
ン
ブ
ル 

ゲ
ー
ム 

思
春
期 

心
の
健
康
づ
く
り 

う
つ
・
う
つ
状
態 

摂
食
障
害 

て
ん
か
ん 

 
L
G
B
T
 

そ
の
他 

 

合
計 

再掲 

ひ
き
こ
も
り 

自
殺
関
連 

延

数 
87 16 67 13 10 0 28 93 16 3 1 1 2447 2782 12 83 
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（３）保健師による訪問指導 

主として精神障がい者本人や家族の相談に応じ、受診指導、生活指導、社会復帰への支援、

家族の役割調整、環境調整等を行っている。近年、緊急対応や処遇困難な事例等の連絡調整が

必要な事例が増えており、精神科病院や市町、相談支援事業所等の担当者と連携を図りながら

支援している。 

 

（４）個別支援会議 

   精神障がい者が安心して生活ができる支援体制を整備することを目的として、退院促進事例

や措置入院事例等のケース会議を実施し、他機関と調整・連携しながら支援を行っている。 

                                 （令和 5年度） 

                                                    

 
 

    

また、所内事例検討会を毎月実施し、自殺ハイリスクの相談事例や通報等があった事例につ

いて、その後の状況について情報共有するとともに、支援方法について検討を行うほか、処遇

困難事例についての検討も行っている。 

         （令和 5年度） 

 

 

 

 

 

（５）普及啓発事業等  

  ア 広報啓発資料の作成 

    地域住民がこころの健康に関心をもち、精神面の健康障がいに対処できるよう、こころの

健康づくりに関する啓発資料を年間４回作成し、県ホームページに掲載、市町への周知依頼

を行った。     

テーマ 時期 
HP 総閲覧数 

1 か月目 2 か月目 3 か月目 4 か月目 

「にも包括」について 10 月 147 95 231 97 

知ってほしい！お酒と健康について 11 月 175 34 31 13 

高次脳機能障がいについて 1 月 123 55 39 ― 

知らせてほしい、心の SOS 3 月 59 ― ― ― 

（令和６年３月３１現在） 

 

イ 地域住民交流・ふれあい事業 

精神障がい者に対する偏見をなくし、精神障がいの有無を問わず、互いに助け合える住み

良い地域づくりをめざして、管内の精神科病院が地域活動支援センターと共催で行うコンサ

ート活動を支援している。  

訪問指導                               （令和５年度） 

実数 延数 

 

老
人
精
神
保
健 

社
会
復
帰 

ア
ル
コ
ー
ル 

薬
物 

ギ
ャ
ン
ブ
ル 

ゲ
ー
ム 

思
春
期 

心
の
健
康
づ
く
り 

摂
食
障
害 

て
ん
か
ん 

そ
の
他 

合
計 

再掲 

ひ
き
こ
も
り 

自
殺
関
連 

112 14 313 2 5 0 0 0 1 0 0 79 414 0 8 

                            

 会議回数 検討事例実数 

措置解除面接 ２６ ２６ 

ケース会議 ９２ ４９ 

所内事例検討会 
会議回数 

通報後の支援 

延べ人数 

事例検討 

延べ人数 

１４ ４３ ５７ 
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（６）精神障がい者家族会支援 

管内の３団体（みやま市柳川市精神障がい者地域家族会「友和会」、八女地域精神障害者家

族会「のぞみ会」、特定非営利法人「ともしび会」）の総会へ出席するとともに、研修会の運営

に係る助言等を行っている。 

 

４ 自殺対策   

平成１８年に自殺対策基本法が施行されて以降、国を挙げて自殺対策が総合的に推進された

結果、自殺者数は減少し効果を上げてきた。しかし、令和２年には新型コロナウイルス感染症

拡大の影響等で、自殺の要因となり得る様々な問題が悪化したことにより、自殺者総数は 11

年ぶりに前年を上回った。福岡県では、自殺者数が令和３年８２６人、令和４年８７８人と増

加を続けている。管内においては、令和３年８２人、令和４年６０人が自殺で亡くなっている。

自殺者を減らすため、当所では、誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現にむけて、関

係機関とともに取組みの強化を図っている。 

 

（１）ハイリスク者支援事業 

 ア 自殺ハイリスク支援連携強化会議  

令和２年１２月から実施している、八女筑後地区における自殺未遂者支援に係る取組みを、

令和５年１０月から有明医療圏にも拡大した。今年度は、八女筑後地区、有明医療圏の取組み

状況をまとめ、会議内で協議した。また、近年自殺者数が増加傾向にある若年層への自殺対策

について、今年度から新たに教育事務所、児童相談所、法務局を参加者に加え、情報共有を行

った。 

 

イ 自殺未遂者に係る取組み 

    令和２年度から八女筑後地区、R５年度から有明医療圏で、当所独自の取組みである 

①「救急医療」と「かかりつけ医」、②「かかりつけ医」と「精神科」、③「救急医療」と 

「地域相談機関」、④「救急医療」と「精神科」の連携促進の仕組みづくりを開始した。 

対象は、救急告示病院、精神科医療機関（病院・クリニック）、市町、保健所とし、 

各機関が対応した自殺未遂者の情報を、個人情報を出さない形で自殺未遂者対応報告 

シートにて保健所に集約し、連携状況を対象機関に還元することにより、地域の連携強 

化を行うもの。 

     なお、取組みの一環として、救急告示病院に受診した患者や家族に配布する相談チラ 

シを作成し、救急告示病院に受診時の配布を依頼している。 

実施日 場所 内容 対象者 参加者数 

  

 

 

 

 

R6.1.23 

 

 

 

 

 

柳川総合 

庁舎 

（ハイブリ

ッド形式） 

１ 自殺対策について 

（１）自殺統計、福岡県自殺対策計画（第 2期） 

（２）南筑後保健所管内の自殺統計 

２ 自殺未遂者支援に係る取組み 

（１）八女筑後地区における取組み 

 アドバイザー 八女筑後医師会（植田病院） 

        植田 健嗣氏 

（２）有明医療圏における取組み 

 アドバイザー 大牟田医師会（辻クリニック） 

辻 克郎氏 

３ 若年層への自殺対策について 

（１）若年層の自殺統計、国、県の取組み 

（２）市町による取組み 

（３）各機関による取組み紹介 

教育事務所、児童相談所、法務局より 

救急告示

病院、精神

科医療機

関、市町、

警察、消

防、医師

会、教育事

務所、児童

相談所、法

務局、精神

保健福祉

センター 

会場： 

6 機関 

6 名 

 

Web： 

46 機関 

 

合計 

52 機関 
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      また、自殺未遂者対応報告シートは、３カ月ごとに保健所に集約し、６か月分をまと 

めて還元している。 

   ウ 自殺未遂者支援に係る取組み事業説明会（有明医療圏対象） 

 

エ 自殺未遂者に対する支援マニュアル普及事業 

 

（２） 悩みごと相談促進事業 

ア 住民への普及啓発                          

 

 

 

 

 

 

実施日 場所 内容 対象者 参加者数 

  

 

 

 

R5.8.2 

 

 

 

 

 

大 牟 田

文 化 会

館 3階 

第１.２ 

研修室 

（ ハ イ

ブ リ ッ

ド形式） 

１ 情報提供 

（１）自殺対策の国、県の動向について 

２ 講話 

自殺対策の必要性について 

講師 大牟田医師会理事、辻クリニック院長 

  辻 克郎 氏 

３ 事業説明 

有明医療圏における自殺未遂者支援に係る 

取組みについて 

説明 当所保健師 

有明医療圏の

救急告示病院 

精神科医療機

関、医師会員、 

市、警察署、 

消防署、相談支

援事業所 

会場 

14機関 

 23 名 

 

WEB 

20機関 

 

合計（実） 

34機関 

実施日 場所 内容 対象者 参加者数 

R5.10.13 

 

朝倉、柳

川 総 合

庁舎 

（ ハ イ

ブ リ ッ

ド形式） 

【福岡県自殺未遂者支援研修会（筑後ブ

ロック）】 

＊今年度の主催は北筑後保健福祉環境 

事務所 

 

講師 福岡大学 医学部精神医学教室 

    医師 衞藤 暢明 

救急告示病院、 

精神科医療機関、訪問

看護ステーション、消

防署、市町村、地域包

括支援センター、社会

福祉協議会、相談支援

事業所、保健所等 

７１機関

１２９名 

 

当所管内 

４０機関 

７６名 

実施期間 内  容 対象者 

R5 年 9 月 10 日～16 日 

（自殺予防週間） 

 

＊子ども・若者対象 

柳川総合庁舎 1 階ロビー、八女総合庁舎正面玄関ロビー

に『自殺予防コーナー』を設置 

関係者等（市町、精神科医療機関、救急告示病院、駅（西

鉄・ＪＲ）、スーパーマーケット）にポスターやウエット

ティッシュ、チラシを配布 

一般住民、関係機関

職員等 

R6 年 3 月 1日～29 日 

（自殺対策強化月間） 

 

＊働く世代対象 

柳川総合庁舎 1 階ロビー、八女総合庁舎正面玄関ロビー

に『自殺予防コーナー』を設置 

関係機関（市町、ハローワーク、確定申告会場、精神科

医療機関、救急告示病院、商工会・商工会議所）にポス

ター、ウエットティッシュ、チラシを配布 

一般住民、関係機関

職員等 
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（３）人材育成事業 

対象 実施日 場所 内  容 対象者 参加者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般 

 

R5.7.21 

 

大木町役

場 

 

自殺の現状、対策について 

ゲートキーパーについて 

講師 当所保健師 

児童委員・民生委員 ３５ 

R5.7.25 

 

大牟田市

市民活動

等多目的

交流施設 

えるる 

自殺の現状、対策について 

ゲートキーパーについて 

講師 当所保健師 

市民活動団体ピアサポー

トさくら所属のピアサポ

ーター 

６ 

R5.8.21 

 

みやま市

役所 

自殺の現状、対策について 

ゲートキーパーについて 

講師 当所保健師 

相談支援専門員 ６ 

R5.9.13 

 

大牟田市

保健セン

ター 

らふる 

自殺の現状、対策について 

ゲートキーパーについて 

講師 当所保健師 

民生委員、地域包括支援セ

ンター職員、 

市福祉課職員、 

看護実習生 

３０ 

R5.10.24 

 

広川町保

健福祉セ

ンター 

自殺の現状、対策について 

ゲートキーパーについて 

講師 当所保健師 

児童委員・民生委員、町職

員 
３８ 

 

 

 

 

 

子ど

も・

若者 

R5.7.11 

～9.12 

柳川総合

庁舎 

若者のためのゲートキーパ

ーセミナー 

講師 当所保健師 

保健師過程実習生 

4 校 
２０ 

R5.12.13 

 

九州大谷 

短期大学 

「誰にでも、こころが苦し

い時があるから… ～ゲー

トキーパーとセルフケアを

中心に～」 

講師 臨床心理士・ 

公認心理師 

   シャルマ 直美氏 

九州大谷短期大学生、教師 ２５７ 

R6.1.12 

 

柳川総合

庁舎 

(1)若年者のメンタルヘル

スについて 

(2)意見交換、学校でのメン

タルヘルス対策につい

て 

講師 当所保健師 

県立高校の保健主事、養護

教諭 

【大牟田地区・山柳大三地

区 保健主事・養護教諭研

修会にて】 

１４ 

 

 

 

 

働く

世代 

R5.11.15 

 

柳川総合

庁舎 

自殺の現状、対策について 

ゲートキーパーについて 

講師 当所保健師 

医師会、歯科医師会、薬剤

師会、労働基準監督署、労

働基準協会、商工会議所、

商工会、産業保健総合セン

ター、市町、健診機関 

【地域職域連携会議にて】 

５８ 

R6.3.15 

 

みやま市

消防 

 

アルコール、メンタルヘル

スについて 

講師 当所保健師 

みやま市消防職員 ５８ 
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５ アルコール依存症対策事業 

    平成２６年６月に施行されたアルコール健康障害対策基本法及び令和４年３月に策定された

「福岡県アルコール健康障がい対策推進計画（第２期）」に基づき、アルコール関連問題等の普及

啓発と、断酒会等の自助グループを中心とした断酒継続のための支援を行っている。 

 

（１）普及啓発事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施日 場所 内  容 対象者 
参加者

数 

R5.12.1 
柳川総合

庁舎 

アルコール問題に関する講演会 

講話 「With Addict 

～依存症者が住みやすい地域づくり～」 

講師 一本松すずかけ病院  

看護師長 古田 和弘氏、    

体験発表 私のアルコール依存症体験談 

講師 AA メンバー 慶 氏 

（※相談支援体制の強化事業としても実施） 

家族のお酒の

問題にお悩み

の方、アルコ

ール問題に関

心がある方等 

３６名 

①R5.7.11 

②R5.8.9 

③R5.8.24 

④R5.9.12 

柳川総合

庁舎 

講話 「アルコール健康障がいについて」 

講師 当所保健師 
看護学生 

①４名 

②６名 

③５名 

④６名 

R5.10.24 

広川町保

健福祉セ

ンターは

なやぎの

里 

講話 「アルコール健康障がいについて」 

講師 当所保健師 

民生委員、児

童委員等 
３８名 

R5.11.10 

～11.16 

柳川総合

庁舎 

八女総合

庁舎 

アルコール関連問題啓発週間における掲示板

への貼り紙の設置、啓発資料、啓発物の配布 
来庁者  

R6.3.15 
みやま市

消防署 

講話 「アルコール健康問題について」 

講師 当所保健師 

みやま市消防

職員 
５８名 
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（２）相談支援体制の強化事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施日 場所 内  容 対象者 参加者数 

① R5.5.31 

② R5.6.7 

③ R5.6.13 

④ R5.6.16 

⑤ R5.5.9 

⑥ R6.1.26 

⑦ R6.3.22 

 

① ふじの里 

② まいぴあ高田 

③ 大牟田市中央

地区公民館 

④ おりなす八女 

⑤ 大牟田市中央

地区公民館 

⑥ 大牟田市中央

地区公民館 

⑦ 大牟田市中央

地区公民館 

【自助グループの相談対応向上研修事業】 

管内断酒友の会例会参加（①～④） 

AA ミーティング参加（⑤～⑦） 

断酒友の会

例会参加者 

 

AAミーティ

ング参加者 

① ４名 

② １１名 

③ ５名 

④ ６名 

⑤ ９名 

⑥ ３名 

⑦ ５名 

①R5.9.1 

②R5.9.4 

③R5.9.5 

①柳川市商工会

館 

②みやま市商工会

館 

③大牟田市労働福

祉会館 

【中小企業への減酒支援】 

全国労働衛生週間説明会 

講話 「あなたのお酒の飲み方大丈夫」 

講師 当所保健師 

中小企業

の職員 

①３８名 

②２４名 

③１３５名 

 

①R5.9.6 

②R5.11.17 

①みやま市総合市

民センター 

②みやま市総合市

民センター 

【中小企業への減酒支援】 

安全運転管理者等講習 

講話 「アルコール依存症と健康管理」 

講師 当所保健師 

事業所安全

運転管理者 

①２２２名 

②１２０名 
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６ 自立支援医療費及び精神障害者保健福祉手帳の利用状況 

（１）自立支援医療費（精神通院） 

障害者総合支援法に基づき、精神障がい者の通院医療に必要な費用の９割を公費負担する制

度である。申請窓口は市町村で、福岡県精神保健福祉センターで判定・交付事務を実施してい

る。 

 

自立支援医療（精神通院）人数                    令和５年３月３１日現在 

大牟田市 柳川市 八女市 筑後市 大川市 みやま市 大木町 広川町 合計 

2,846 1,085 1,413 1,014 520 699 232 376 8,185 

 

管内 自立支援医療（精神通院） 疾患別状況           令和５年３月３１日現在 

診
断
カ
テ
ゴ
リ
ー 

症
状
性
を
含
む
器
質
性
精
神
障
害 

精
神
作
用
物
質
使
用
に
よ
る 

精
神
及
び
行
動
の
障
害 

統
合
失
調
症
、
統
合
失
調
症
型 

 

障
害
及
び
妄
想
性
障
害 

気
分
障
害 

神
経
症
性
障
害
、
ス
ト
レ
ス
関
連 

障
害
及
び
身
体
表
現
性
障
害 

生
理
的
障
害
及
び
身
体
的
要
因 

に
関
連
し
た
行
動
症
候
群 

成
人
の
人
格
及
び
行
動
の
障
害 

精
神
遅
滞 

心
理
的
発
達
の
障
害 

小
児
期
及
び
青
年
期
に
通
常
発
症 

す
る
行
動
及
び
情
緒
の
障
害 

て
ん
か
ん 

特
定
不
能
の
精
神
障
害 

計 

人数 292 151 2,352 3,722 504 14 21 108 272 122 627 0 8,185 

 

 

（２）精神障害者保健福祉手帳（障害者手帳） 

精神障害者保健福祉手帳は、一定の精神障害の状態にあることを認定して交付することによ

り、手帳の交付を受けた者に対し、各種の支援策が講じられることを促進し、社会復帰の促進

と自立と社会参加の促進を図ることを目的とした手帳である。手続きは自立支援医療費と同様

である。 

 

精神障害者保健福祉手帳所持者数            令和５年３月３１日現在 

 

 

 

大牟田市 柳川市 八女市 筑後市 大川市 みやま市 大木町 広川町 合計 

１級 180 52 42 27 15 40 3 16 375 

２級 1,083 387 456 302 198 254 75 130 2,885 

３級 353 151 111 116 58 68 29 34 920 

計 1,616 590 609 445 271 362 107 180 4,180 
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保健衛生課 

保健衛生課は、食品衛生業務、獣疫業務、環境衛生関係営業業務、水道業務、結核・感染症予防

業務を行っている。 

 

 ＜食品衛生第１係、第２係＞ 

  食品衛生法、福岡県食品衛生法施行条例及び福岡県ふぐ取扱条例に基づき、飲食に起因する衛

生上の危害の発生を未然に防止し、食品の安全性の確保を図るために、次の事業を行っている。 

  また、食品衛生広域専門監視班設置運営要綱に基づき食品衛生広域専門監視班が設置されてお

り、南筑後保健福祉環境事務所と北筑後保健福祉環境事務所管内にある特定業種及び流通拠点等

（別表）の監視指導等を行っている。 

  なお、消費者に対して食品の安全等に関する正しい情報を伝えるために、講習会の開催や市町

広報誌等を活用した啓発活動を、積極的に行っている。 

 

１ 営業許可 

食品衛生法に基づく３２業種について、事前指導及び現地調査により施設基準適合の確認を

行い、許可を付与している。 

 

２ 監視指導 

年間監視指導計画に基づき、食品営業関係施設や学校、病院等の集団給食施設の監視指導及

び食品等の収去検査を行っている。 

 

３ 自主衛生管理体制の強化と衛生教育 

施設及び食品の取扱い等に関する衛生的な管理運営体制の構築と食品衛生知識の普及を図

るため、営業者に対し、食品衛生協会の協力のもと食中毒予防講習会や食品衛生責任者養成講

習会を開催し、営業者の自主衛生管理体制の整備・強化に努めている。 

また、営業者等を対象に衛生講習会を実施している。 

 

（１）新規・更新許可件数                       （令和５年度） 

区  分 
食品衛生関係  

合  計 
新 規 更 新 臨 時  

件  数 ６２５ ５０５ ６０１  １，７３１ 
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（２）営業施設数 

                 （令和６年３月３１日現在） 

業    種 大牟田市 柳川市 八女市 筑後市 大川市 みやま市 大木町 広川町  特殊※ 

 

自動車

営業 

合計 

飲 

食 

店 

一般 613 176 229 114 104 68 16 53 0 0 1,373 

仕出し・弁当 71 32 58 19 16 24 8 11 0 0 239 

旅館 16 15 24 9 3 6 0 0 0 0 73 

その他 599 339 414 257 227 138 50 70 305 131 2,530 

菓子製造業 145 69 185 78 33 76 27 31 13 0 657 

乳処理業 1 1 1 0 0 0 0 0 0 0 3 

集乳業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

特別牛乳搾取処理業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

乳製品製造業 1 2 1 0 0 0 0 0 0 0 4 

魚介類販売業 45 47 19 14 19 15 5 5 0 0 169 

魚介類競り売り営業 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 2 

アイスクリーム類製造業 5 2 3 2 1 0 0 1 2 0 16 

食肉処理業 2 3 7 1 1 2 0 1 0 0 17 

食肉販売業 51 31 41 23 15 13 6 8 0 0 188 

食肉製品製造業 2 1 1 0 0 0 0 1 0 0 5 

食用油脂製造業 0 0 4 0 0 0 0 0 0 0 4 

酒類製造業 0 2 7 1 2 4 0 0 0 0 16 

豆腐製造業 2 3 5 1 2 3 0 1 0 0 17 

納豆製造業 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 2 

麺類製造業 2 2 2 3 1 0 0 1 0 0 11 

そうざい製造業 48 58 113 33 18 65 12 24 0 0 371 

添加物製造業 5 3 0 1 0 0 0 0 0 0 9 

食品の放射線照射業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

清涼飲料水製造業 3 2 8 5 2 2 0 1 0 0 23 

氷雪製造業 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 2 

水産製品製造業 6 9 4 1 1 3 0 0 1 0 25 

液卵製造業 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 

みそ又はしょうゆ製造業 4 10 11 9 3 4 1 0 0 0 42 

複合型そうざい製造業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

冷凍食品製造業 5 21 5 14 2 10 1 2 0 0 60 

複合型冷凍食品製造業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

漬物製造業 5 11 46 6 3 15 0 1 0 0 87 

密封包装食品製造業 3 2 27 3 3 10 0 3 0 0 51 

食品の小分け業 1 1 1 0 0 0 0 0 0 0 3 

調理の機能を有する自動販売機 1 5 1 2 0 0 0 0 0 0 9 

計 1,638 849 1,219 597 456 458 126 214 321 131 6,009 

※特殊形態営業：仮設営業（営業区域：北九州市、福岡市、久留米市を除く県内全域） 

（注意）旧食品衛生法に基づく許可を取得している営業については、新食品衛生法に基づく許可に分類して計上して

いる。 
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（３）食品衛生広域専門監視班監視対象施設数 （令和６年３月３１日現在）  

業種 北筑後管内 南筑後管内 合計 

特
定
業
種 

乳処理業 １ ３ ４ 

特別牛乳搾取処理業 ０ ０ ０ 

食品の放射線照射業 ０ ０ ０ 

菓子製造業（卸又はあん類製造） ２０ ４３ ６３ 

アイスクリーム類製造業 １０ １６ ２６ 

乳製品製造業 ４ ４ ８ 

清涼飲料水製造業 ２０ ２３ ４３ 

食肉製品製造業 ６ ５ １１ 

水産製品製造業 １０ ２５ ３５ 

食用油脂製造業 ５ ４ ９ 

そうざい製造業（卸） １２ ５２ ６４ 

密封包装食品製造業 １４ ５１ ６５ 

添加物製造業 ２ ９ １１ 

複合型そうざい製造業 ０ ０ ０ 

複合型冷凍食品製造業 ０ ０ ０ 

上記以外の業種でコーデックス HACCP

を導入する施設 

 

２４ 

 

３６ 

 

７０ 

流

通
拠
点 

水産物市場（魚介類競り売り業） ０ ２ ２ 

集積センター等 ３ ２ ５ 

青果市場 ２ ６ ８ 

大規模小売店舗 ８ １５ ２３ 

合計 １４１ ２９６ ４３７ 

（注意）旧食品衛生法に基づく許可を取得している営業については、新食品衛生法に 

基づく許可に分類して計上している。 

 

（４）食中毒発生状況 

    令和５年の福岡県における食中毒の発生状況は、発生件数８７件、患者数７７９人であっ

た。当所管内では発生件数８件、患者数３４人であった。 

 

（５）食品苦情                             （令和５年度） 

区  分 有症苦情 異物混入 異臭･腐

敗･カビ 

その他  合計 

件  数 
２７ １８ ３ ５４ １０２ 
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（６）食品等収去検査（検体数）                   （令和５年度） 

食 品 種 類 南 筑 後 専門監視班 合  計 不 適 数 

そうざい １２４ １４ １３８ ９ 

弁当類 ０ ６ ６ ０ 

魚介類及びその加工品 ２０ ３８ ５８ １ 

肉、卵類及びその加工品 ９ ２１ ３０ ２ 

乳及び乳製品等 ０ １３ １３ ０ 

乳類加工品 ０ ０ ０ ０ 

アイスクリーム類、氷菓 ０ ２６ ２６ ２ 

めん類 ９ ０ ９ ０ 

野菜類及びその加工品 ４４ １２ ５６ ０ 

菓子類 ３１ １６ ４７ ３ 

清涼飲料水 ０ ３０ ３０ ０ 

酒精飲料 ０ ０ ０ ０ 

氷雪 ０ ０ ０ ０ 

水 ０ ０ ０ ０ 

容器包装詰め加圧加熱殺菌食品 ０ ４ ４ ０ 

かん、びん詰め食品 ０ ０ ０ ０ 

冷凍食品 ２５ ８ ３３ ０ 

その他の食品 ０ ０ ０ ０ 

洗浄剤 ０ ０ ０ ０ 

その他 ０ ０ ０ ０ 

合   計 ２６２ １８８ ４５０ １７ 

不適数：成分規格不適合及び福岡県食品衛生成分規格指導基準不適合の合計 

 

（７）講習会・衛生教育実施状況 

   例年、食中毒が懸念される夏季に食品営業者を対象に食中毒予防講習会を実施している。ま

た、食品衛生や感染症について正しい知識の普及を図ることを目的として、一般県民や学生を対

象に衛生教育を行なっている。 

                                          （令和５年度） 

区  分 食中毒予防 

講 習 会 

衛生教育 合  計 

実施回数 ４ １７ ２１ 

参加人員 ６９２ ７７４ １４６６ 

 

 



Ⅲ 業務の概要 保健衛生課 

 

 48 

 

＜生活衛生係＞ 

１ 動物愛護管理業務 
 
「狂犬病予防法」に基づき野犬の捕獲を行うほか、市町が実施する狂犬病予防集合注射への協

力等を行っている。 

「動物の愛護及び管理に関する法律」に基づき、動物取扱業の監視指導や飼えなくなった犬や

猫の引取り相談及び負傷動物の収容業務等を行っている。また、福岡県動物愛護推進協議会南筑

後支部を発足させ、犬や猫の適正な飼い方や動物愛護に関する啓発指導を行う等、動物愛護事業

の充実を図っている。 

 

 
 

（１） 狂犬病予防注射関係            

（令和６年３月３１日現在） 

市 町 年度 登録頭数 

狂犬病予防注射 

集 合 個 人 
保健

所 
済票交付 

大牟田市 
４ ５，０７９ ８８０ ２，６３９ ０ ３，５１９ 

５ ５，１１６ ８４１ ２，６０１ ０ ３，４４２ 

柳 川 市 
４ ２，５６３ ５１１ ９６１ ０ １，４７２ 

５ ２，４１７ ４３２ ９９４ ０ １，４２６ 

八 女 市 
４ ２，９６２ １，１２３ ７１０ ０ １，８３３ 

５ ２，９９４ １，０６３ ７０３ ０ １，７６６ 

筑 後 市 
４ ２，２４３ ６４５ ８４６ ０ １，４９１ 

５ ２，２８６ ６４０ ７６１ ０ １，４０１ 

大 川 市 
４ １，０１０ ２４７ ３１０ ０ ５５７ 

５ ９４４ ２４０ ３１２ ０ ５５２ 

みやま市 
４ １，４０６ ４１９ ３７１ ０ ７９０ 

５ １，４１２ ４２２ ３０８ ０ ７３０ 

大 木 町 
４ ６１８ １５２ ２１５ ０ ３６７ 

５ ６２３ １５７ ２２３ ０ ３８０ 

広 川 町 
４ ８６３ ３３７ ２３８ ０ ５７５ 

５ ８５１ ３１２ ２２９ ０ ５４１ 

合 計 
４ １６，７４４ ４，３１４ ６，２９０ ０ １０，６０４ 

５ １６，６４３ ４，１０７ ６，１３１ ０ １０，２３８ 
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（２） 令和５年度苦情内容 

       （令和６年３月３１日現在） 

項目 
放し

飼い 

迷い

込み 

農作物

被害 

家畜等

被害 

悪臭 

鳴声 

行方

不明 

遺

棄 

糞の

放置 

多頭

飼育 
その他 合計 

件数 ８ ２ １ ０ ２５ ２２８ ５ ２８ ４ ２７９ ５８０ 

 

 

（３） 狂犬病予防法に基づく犬の捕獲頭数及び返還頭数  

（令和６年３月３１日現在） 

年度 捕獲頭数 うち返還頭数 

４ ３７ １８ 

５ ３０ １７ 

 

 

（４）動物愛護管理法に基づく犬・猫の引取り頭数及び返還頭数 

       （令和６年３月３１日現在） 

年度 飼い犬 飼い猫 保護犬 保護猫 負傷動物 

４ ４ ０ ５６(３９) ２７(０) ７０(３) 

５ １４ ７ ６４(４２) ２６(１) ２５(０) 

                          ※（ ）内は返還頭数 
 

    

（５）動物取扱業登録数 

        （令和６年３月３１日現在） 

  販 売 保 管 貸出し 訓 練 展 示 その他 施設実数 

合  計 １２７ ８４ １ ５ １１ １ １８１ 

 

 

２ 環境衛生関係業務（水道） 
 
水道法に基づく届出の受付、及び監視・指導や飲用井戸の衛生確保に関する啓発を行っている。 

なお、市域の水道に関する事業は各市に権限委譲されている。 
 

（令和６年３月３１日現在） 

 専 用 水 道 簡易専用水道 

大 木 町 ０ ８ 

広 川 町 ２ ８ 

合   計 ２ １６ 
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３ 生活衛生関係業務（営業等） 
 

興行場・旅館・公衆浴場・理容所・美容所・クリーニング所等の営業に係る施設、特定建築物、

ビル管理登録業及び遊泳用プ－ル等に関する申請や届出の受付、及び監視・指導業務を行ってい

る。 

 

環境衛生関係施設数                             （令和６年３月３１日現在） 

 

大
牟
田
市 

柳
川
市 

八
女
市 

筑
後
市 

大
川
市 

み
や
ま
市 

大
木
町 

広
川
町 

合
計 

興 行 場 ９ １ ０ ２ １ ０ ０ ０ １３ 

旅  

館 

旅 館 ・ ホ テ ル １９ １５ ２７ ９ ５ ４ ０ ０ ７９ 

簡 易 宿 所 ６ ５ １８ １ ３ ３ ２ １ ３９ 

公衆

浴場 

普 通 浴 場 ２ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ２ 

その他の浴場 ８ ７ １４ ４ ２ ３ ２ ２ ４２ 

理 容 所 １０６ ６１ ６３ ３９ ４０ ２５ １４ １３ ３６１ 

美 容 所 ２６８ １２９ １４８ ９８ ５７ ６３ ２４ ４１ ８２８ 

クリ－ニング所（洗濯） ２９ ５ ７ ７ ３ ８ １ ４ ６４ 

クリ－ニング所（取次） ３４ １９ １７ １２ １３ １０ ３ １０ １１８ 

火 葬 場 １ ０ ５ ０ １ １ １ ０ ９ 

特 定 建 築 物 ２８ １２ １４ １１ ７ ６ ２ １ ８１ 

ビ ル 管 理 登 録 業 ２０ １ ３ ４ ５ １ ０ ０ ３４ 

遊 泳 用 プ － ル ５ ２ ３ ２ １ ３ １ ０ １７ 

死 亡 獣 畜 取 扱 場 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

化 製 場 ０ ０ １ １ ０ ０ ０ ０ ２ 
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＜感染症係＞ 

１ 結核対策 ＜結核の発生予防及びまん延防止＞  

  結核は、我が国の主要な感染症のひとつである。また、「感染症の予防及び感染症の患者に対す

る医療に関する法律」の二類感染症に位置付けられ、まん延防止のため人権に配慮した就業制限や

応急入院勧告などの対応を行っている。 

令和４年の新規登録者数は、全国で１０，２３５人、管内で３４人であった。 

管内の結核罹患率（人口１０万対）は９．０で、「福岡県感染症予防計画（第４版）」の目標値（令

和３年までに罹患率を１０以下）を下回っている。新規患者のなかで、６５歳以上の割合は７３．５％

であり、特に高齢者対策が必要である。 

 

（１）年次別結核患者登録者数                     

区分 年 
人口 

(各年 10月 1日） 

結核登録者 新登録患者 

登録者数 登録率 
新登録結核 

患者数 

全結核罹患

率 

全国 

２ 126,146,099 31,551 25.0 12,739 10.1 

３ 125,502,290 27.754 22.1 11,519 9.2 

４ 124,946,789 24.555 19.7 10,235 8.2 

福岡県 

２ 5,135,214 1,298 25.3 512 10.0 

３ 5,123,748 1,214 23.7 535 10.4 

４ 5,116,046 1,096 21.4 437 8.5 

管内 

２ 385,086 111 28.8 48 12.5 

３ 383,546 105 27.4 40 10.4 

４ 378,979 86 22.7 34 9.0 

大牟田市 

２ 111,281 37 33.2 16  

３ 109,640 33 30.1 12 

4 107,851 27 25.0 7 

柳川市 

２ 64,475 16 24.8 5 

３ 63,551 17 26.8 6 

４ 62,764 13 20.7 7 

八女市 

２ 60,608 21 34.6 9 

３ 60,069 15 25.0 5 

４ 59,455 16 26.9 6 

筑後市 

２ 48,827 9 18.4 6 

３ 48,536 12 24.7 7 

４ 48,720 10 20.5 3 

大川市 

２ 32,988 9 27.3 4 

３ 32,443 9 27.7 2 

４ 31,954 6 18.8 4 

みやま市 

２ 35,861 7 19.5 2 

３ 35,336 10 28.3 5 

４ 34,793 9 25.9 5 

大木町 

２ 13,820 7 50.7 5 

３ 13,714 5 36.5 0 

４ 13,639 4 29.3 1 
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広川町 

２ 19,969 5 25.0 1 

３ 19,917 4 20.1 3 

４ 19,803 1 5.0 1 
      

※新登録結核患者：新たに結核と診断され、医師から保健所に届出があった者のうち潜在性結核感染症を除いた患者数 

※登録率＝登録者数（潜在性結核感染症を除く）／人口×１０万人 

※罹患率＝新登録結核患者数（潜在性結核感染症を除く）／人口×１０万人 

※資料出典：福岡県の結核（福岡県保健医療介護部作成） 結核の統計(公益財団法人結核予防会) 

 

（２）定期の健康診断   

  感染症法に基づき、事業所、学校、施設、市町村の結核定期健康診断の実施状況を把握してい

る。 
 

結核定期健康診断事業者別実施状況                      （令和５年度） 

区分 
事業者 

（人） 

学校長 

（人） 

施設長 

（人） 

市町村長 ※ 

（人） 
計 

健康診断受診者数 11,205 4,522 1,356 9,327 26,410 

間接撮影者数 907 1,079 199 1,641 3,826 

直接撮影者数 10,298 3,443 1,157 7,686 22,584 

喀痰検査者数 1 0 0 13 14 

発見者数 0 1 0 0 1 

※市町村長が行う定期の健康診断の対象者は、６５歳以上の者。 

 

（３）結核患者の接触者の健康診断   

発生届受理後に行う積極的疫学調査の結果、「結核に感染している疑いのある者」と判断した

者に対し、健康診断を実施し、患者や感染者の早期発見、早期治療につなげ、結核のまん延防

止を図っている。           

（令和５年度） 

     

（４）結核患者に対する精密検査（管理検診） 

    結核の治療を終了した結核患者を対象に、治療終了後２～３年間、管理検診等で病状を把 

握し、結核再発の早期発見に努めている。                              （令和５年度） 

対 象 

種 別 

対象者 

延べ人数 

受診者数、受診率 検診結果 

保健所 
医療 

機関 
その他 受診者計 受診率 

要医療 

者数 

要医療

者割合 

管理 111 15 0 92 107  96％ 0 0.0％ 

 

  

対 象 

種 別 

対象者 

延べ人数 

受診者数、受診率 発見者数 

保健所 医療機関 その他 受診者計 受診率 
結核 

患者 

潜在性 

結核患者 

家族 67 65 0 2 67 100％ 0 2 

接触者 549 521 0 28 549 100％ 1 23 

計 616 586 0 30 616 100％ 1 25 
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（５）結核患者へのまん延防止策及び適正な医療の普及   

   結核患者のうち、「他の人に感染させるおそれがある患者」に対し、結核病床を有する第二種

感染症指定医療機関への入院勧告を行うとともに、就業制限を通知し、周囲へのまん延防止を

図っている。また、結核医療公費負担により、医療負担の軽減を図っている。これらの行政行

為及び医療費公費負担について審議を行う「感染症の診査に関する協議会（結核専門部会）」に

おいて、医療・法律等の専門的立場で審議し、患者の人権の尊重及び適正医療の普及を図って

いる。      

 

感染症の診査に関する協議会結核専門部会※             （令和５年度）  

種   別 
法１８条 

（就業制限） 

法２０条 

（入院勧告） 

法３７条の２ 

（結核患者の医療） 

諮問件数 18 57 95 

結

果 

承 認 18 57 93 

不承認 0 0 0 

保 留 0 0 2 

※毎月２回開催 

（６）結核患者訪問事業   

    結核患者の発生届を受け、速やかに訪問指導を行い、医療機関等と連携し、治療完遂に向け

た入院及び地域ＤＯＴＳ（直接服薬確認療法）支援に取り組んでいる。 

 

 訪問指導件数                 （令和５年度） 

区 分 実人数 延人数 

患者・家族等訪問件数 90 345 

 

（７）ＤＯＴＳ推進事業   

   地域ＤＯＴＳの実施方法及び患者支援評価・見直しを行い、地域ＤＯＴＳ体制の強化を図る

ため、コホート検討会を実施している。 

                                       （令和５年度） 

日時 場所 内容 対象者 参加者数 

R6． 

3.13 

柳 川 総

合庁舎 

① Ｒ5 年当所管内の当所結核の発

生状況について 

② DOTS 実施状況、治療成績につい

て 

③ 今後の当所の結核対策について 

当所結核専門部会

委員 

当所職員 

     10 

R6． 

3.22 

国 立 病

院 機 構

大 牟 田

病院 

1 階カン

フ ァ レ

ンス室 

① Ｒ5 年当所管内の当所結核の発

生状況について 

② DOTS 実施状況、治療成績につい

て 

③ 今後の当所の結核対策について 

国立病院機構大牟

田病院呼吸器内科

医師、結核病棟看

護師、当所職員 

     ５ 
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（８）結核予防啓発事業   

   結核の現状及び結核患者の早期発見と発生時の適切な対応への理解を深め、結核患者が地域

で治療完遂するための支援(DOTS)ができるような体制づくりと管内における結核のまん延防

止を図るために、研修会を実施している。 

   令和 5 年度は、以下のとおり研修会を実施し、結核予防について啓発を行った。 

日時 場所 内容  対象者 参加

者数 

R6.1.23 国立病院

機構 

大牟田病

院 

講演 「コロナ禍における結核診療の現状と今後 

の展望」 

講師 独立行政法人国立病院機構大牟田病院 

     臨床研究部長 若松 謙太郎氏 

情報提供 「南筑後保健所管内の結核の現状につ

いて」 

管内医療機

関職員 

42 名 

 

２ 感染症対策 

（１）感染症予防対策   

感染症法に基づき、医師からの発生届を受理し、感染症の発生予防及びまん延防止、患者へ

の適切な医療の提供、患者や接触者への疫学調査や健康診断等を行っている。 

 

感染症発生状況                          （令和５年度） 

＊1：潜在性結核菌感染症を含む。    ＊2：転症除外患者・転入患者を除く。 

 

 

 

 

類 型 疾   病   名 件 数 

二 類 結核＊1 66＊2 

三 類 腸管出血性大腸菌感染症 10 

四 類 
レジオネラ症    6 

日本紅斑熱  1 

五 類 

カルバペネム耐性腸内細菌感染症  10 

劇症型溶血性レンサ球菌感染症  1 

 侵襲性肺炎球菌感染症    4 

 侵襲性インフルエンザ菌感染症   1 

 梅毒 13 

 急性弛緩性麻痺 1 

 播種性クリプトコックス症 1 

水痘（入院事例に限る） 2 

 ジアルジア症 1 

新型インフル

エンザ等感染

症 

新型コロナウイルス感染症 

（疑似症を含む）（令和５年５月８日まで） 
224 

計 341 
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（２）感染症予防啓発・健康教育   

   感染症への対応について理解を深めるため、地域住民や施設、関係機関の職員を対象に研修

会を開催、また、講演依頼にも対応している。                 

(令和５年度) 

R6.2.15 看護学校 感染症予防対策について 看護学生 23 

R6.3.7 看護学校 感染症予防対策について 看護学生 16 

 

（３）特定感染症対策（性感染症対策）   

柳川本庁舎、八女分庁舎において、ＨＩＶ、梅毒、性器クラミジア感染症、淋菌感染症の検

査・相談を実施（柳川本庁舎のＨＩＶ・梅毒検査については即日検査を導入）している。 

また、世界エイズデーやＨＩＶ検査普及週間の前後には、性感染症予防のための普及啓発を

行うとともに、夜間・休日等に臨時検査を行う等、相談・検査体制の充実を図っている。 

八女分庁舎においては、令和５年１０月まで新型コロナウイルス感染症拡大のため中止して

いたが、１１月から再開している。 

   

ア 定例検査相談事業   

日時：本庁舎(毎週火曜日１０：００～１１:００) ※予約制 

分庁舎(月１回月曜日１４：００～１５:００) ※予約制 

相談・検査件数 

 令和４年度 令和５年度 

 相談件数（面接、電話） 61 40 

検査件数 

HIV 28 133 

梅毒 28 134 

性器クラミジア感染症 18 87 

淋菌感染症 18 87 

    ※厚生労働省への報告に準じて計上（相談件数には検査件数を含まず） 

※八女分庁舎休止期間：令和５年４月１日～１０月３１日 

 

イ 夜間・休日検査相談事業                     （令和５年度） 

 

 

 

 

 

 

  ※ HIV 迅速検査・梅毒検査：採血後、約 1時間程度で結果がわかる検査 

 

 

実施日 場所 内容 対象者 参加者

数 

R5.9.25 WEB 研修 感染症予防対策研修会 

講演 「施設における感染対策のポイント」 

講師 地方独立行政法人筑後市立病院  

感染管理認定看護師 中村 千春 氏 

管内の高

齢者、障

がい者施

設 

85 施設 

 
検査日時 検査場所 検査項目 

検 査

件数 

ＨＩＶ検査 

普及週間 

令和５年６月７日（水） 

１７時～１９時 

柳川総合庁舎 HIV 迅速検査・梅

毒検査※ 
10 

世界 

エイズデー 

令和５年１２月３日（日） 

１４時～１６時 

柳川総合庁舎 HIV 迅速検査・梅

毒検査※  
2 
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ウ  普及啓発事業 

ホームページ、広報にて周知をするとともに、学校や公共施設等にポスターを掲示し、

チラシ、パンフレット等の配布も行っている。 

 

 

（４）肝炎相談・検査事業   

肝炎に感染した場合、自覚症状がないまま病気が進行し、慢性肝炎、肝硬変、肝がんへと重

症化する可能性があることから、Ｂ型肝炎ウイルス検査及びＣ型肝炎ウイルス検査を実施して

いる。 

八女分庁舎においては、令和５年４月から１０月末まで新型コロナウイルス感染症拡大のた

め検査を中止していたが、１１月から再開している。 

定例検査相談 

日時：本庁舎（毎週火曜日１０：００～１１：００）※予約制 

  分庁舎（月１回月曜日１４：００～１５：００）※予約制 

 

   肝炎相談・検査件数 

年 度 令和４年度 令和５年度 

相談件数（面接、電話） 4 13 

Ｂ型肝炎検査 3 12 

Ｃ型肝炎検査 3 12 

    ※相談件数には検査件数を含まず 

 

（５）予防接種    

   ア  定期予防接種 

      定期予防接種の適切な実施について、予防接種法に基づき、管内市町等への情報提供、相

談等を行い、予防接種の適正な実施の推進に努めている。 

 

     定期予防接種間違い報告件数                    （令和５年度） 

ワクチン 

有効期限切

れ 

接種間隔 

誤り 
重複接種 

年齢対象

外への接

種 

回数・接種

量・種類の

誤り 

その他 合計 

0 13 1 1 1 3 19 
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（６）季節性インフルエンザ対策  

    インフルエンザ様疾患発生報告により把握した施設の臨時休業の実施状況及び欠席者の状

況を広く県民に公表することで注意喚起を図っている。 

  

インフルエンザ発生による管内の学校・学年・学級閉鎖状況   （令和５年度） 

                     （令和５年９月４日～令和６年３月３１日時点※） 

 

      

      

※2023/2024 シーズン（R5.9.4～）の報告分を計上 

（厚生労働省の実施するインフルエンザ施設別発生状況報告のシーズン開始から終了までを実

施期間とする） 

 

３ その他 

ア 新型インフルエンザ等対策   

福岡県新型インフルエンザ等対策行動計画（平成２５年９月策定）に基づき、国・市町・

関係機関と連携協力し、発生段階に応じた総合的な対策を推進することとしている。 

新型インフルエンザ等まん延防止のために行う「住民接種」の接種体制を構築するため、

当所では平成２７年１０月から管内市町を集めた担当者会議の開催、各市町におけるワーキ

ング会議への支援を行った。平成２９年度には管内市町が各郡市医師会（管内３地区）と連

携協定を締結し、平成３０年度からは各地区において具体的な協議が進められた。 

   また、すべての医療機関が患者対応することとなる地域感染期（まん延期）の医療体制の

強化のため、令和元年８月に病院と有床診療所を対象に、医師会と共同で研修会を開催した。 

さらに、管内各医師会及び市町等で構成する「地域新型インフルエンザ等対策連絡会議」

を令和元年１２月に開催し、地域での情報共有、必要な対策の準備について関係者で協議を

進めた。 

令和２年度は新たに大牟田市も含めた管内市町、医師会等と新型インフルエンザ住民接種

体制構築に関する協議を行い、新型コロナワクチン接種における接種体制構築の起点ともな

った。 

令和３年度、令和４年度は、新型コロナウイルス感染拡大のため中止。 

令和５年度は、感染症予防計画の見直しや、健康危機管理対処計画（感染症編）の策定な

ど、新型インフルエンザ等感染症を含む新興感染症に備えた体制整備の基盤づくりが行われ

た。それらを踏まえ、今後「地域新型インフルエンザ等対策連絡会議」の再開について検討

予定である。 

 

   イ 新型コロナウイルス感染対策について  

     本感染症は、令和２年２月１日、感染症法上の「指定感染症」に、また、令和３年２月 

１３日には同法の「新型インフルエンザ等感染症」に位置付けられた。 

     当所では受診・相談センターを設置し、住民からの様々な相談に対応するほか、必要に応

じ、医療機関等の関係機関と連携しながら、陽性者に対する積極的疫学調査、入院・受診調

整、宿泊療養施設への移送、医療機関・高齢者施設等に対する感染予防対策の指導等を行っ

た。 

    令和５年５月８日に感染症法上の類型が５類に変更され、広く一般の医療機関で新型コロ

ナウイルス感染症の診療を行う医療体制となった。 

閉鎖状況 幼稚園 小学校 中学校 高校 専門学校 

学 校 閉 鎖 0     4 1 0 0 

学 年 閉 鎖 4   144 12 2 0 

学 級 閉 鎖 3  177 48 19 0 

計 7  325 61 21 0 
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社会福祉課 

 

 社会福祉課は、介護保険事業者や障がい福祉サービス事業者の指定・変更届出等の業務、保育

所を含む児童福祉事業や高齢者福祉事業の認可・届出（変更含む。）等の業務を行っている。 

また、女性及び母子・父子・寡婦福祉に関する相談支援、母子父子寡婦福祉資金の貸付等に関

する業務を行っている。 

 

＜児童家庭係＞  

１  児童福祉 

（１）保育所及び届出保育施設等（認可外保育施設）の状況 

施設の充実、保育内容の向上、入所児童の適正な保育が行われるよう助言・指導に努めて

いる。 

 

   設置状況                        （令和６年４月１日現在） 

 認可保育所 認定こども園 
（幼保連携型・保育所型） 

届出保育

施設等 
公立 私立 計 公立 私立 計 

大牟田市 １ ２１ ２２ ０ １ １ １１ 

柳 川 市 ０ １６ １６ ０ ５ ５ ５ 

八 女 市 ３ １７ ２０ ０ １ １ ３ 

筑 後 市 １ １２ １３ ０ ２ ２ ５ 

大 川 市 ０ ８ ８ １ ０ １ ５ 

みやま市 ０ １１ １１ ０ ３ ３ １ 

大 木 町 １ ３ ４ ０ ０ ０ ４ 

広 川 町 ０ ４ ４ ０ １ １ １ 

合  計 ６ ９２ ９８ １ １３ １４ ３５ 

 

                 

２  女性及び母子・父子・寡婦福祉 

女性相談支援員兼母子・父子自立支援員を配置し、相談援助業務にあたっている。 

（１）女性相談 

配偶者等からの暴力や夫婦間のトラブル、借金等に伴う経済破綻など様々な問題を抱える

女性からの相談に応じ、問題の解決及び生活の立て直しと自立に向けた支援を行っている。 

 

  相談件数 

年  度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

相談実人員 １５７人 １９５人 １８５人 ７０人 

相談延件数 ３９７件 ７２１件 ３７５件 １５１件 

  ※相談延件数には、警察等の関係機関との連絡・相談件数を含む。 

   主な相談内容は、夫等からの暴力や離婚問題が大部分を占めている。 

 

（２）配偶者からの暴力防止対策南筑後地域連絡会議 

管内の市町村をはじめ関係機関等において、配偶者からの暴力の被害者に対する支援が円

滑に進むよう、地域における情報共有や連携強化を図っている。 
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（３）母子・父子・寡婦福祉 

母子・父子・寡婦世帯に対し、経済的自立の援助とその児童の育成を図るため、母子・父

子・寡婦福祉資金の貸付及び生活相談等に応じ自立に必要な指導を行っている。 

 

   相談件数                          （令和５年度）                                             

生活一般 

住宅 ０  

医療・健康 ０  

家庭紛争 ２  

就労 ２９  

結婚 ０  

養育費 ０  

借金 ０  

その他 １１  

小   計 ４２  

 

児 童 

 

 

養育 ０  

教育 ０  

非行 ０  

就職 ０  

その他 ０  

小   計 ０  

経済支援生活

援護 

母子福祉資金 ４１７ （貸付７５ 償還３４２） 

父子福祉資金 １ （貸付１ 償還０） 

寡婦福祉資金 ０ （貸付０ 償還０） 

公的年金 ０  

児童扶養手当 ０  

生活保護 ０  

税 ０  

その他 ０  

小   計 ４１８  

その他 

売店設置 ０  

たばこ販売 ０  

母子世帯向公営住宅 ０  

母子福祉施設の利用 ０  

母子生活支援施設 １  

小   計 １  

合    計 ４６１  
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＜高齢・障がい福祉係＞ 

１  高齢者福祉 

（１）高齢者福祉施策の市町との調整、補助金事務 

高齢者福祉施策を実施する市町相互間の連絡調整、情報の提供その他必要な援助、助言を行

っている。 

 

養護・特別養護老人ホームの入所措置状況            （令和６年３月３１日現在）                                                                                           

区 分 大牟田市 柳川市 八女市 筑後市 大川市 みやま市 大木町 広川町 計 

養護  ５３  ６５  ６３  ４２  ６０  ８８   ３   ２ ３７６ 

特別養護   １   ０   ０    ０    ０   ０   ０   ０   １ 

計 ５４ ６５ ６３ ４２ ６０ ８８  ３  ２ ３７７ 

 

（２）軽費老人ホーム事務費審査  

   管内に１２施設ある軽費老人ホーム、ケアハウスの事務費補助金の交付申請などの審査、進

達を行っている。 

   

（３）市町村高齢者保健福祉計画策定支援 

老人福祉法第２０条の８及び介護保険法第１１７条の規定に基づく「市町村老人福祉計画」

（介護保険事業計画）の策定を支援している。 

 

（４）老人の日関連事業 

毎年度老人の日（９月１５日）前後に、管内の新１００歳の長寿者宅を訪問し、内閣総理大

臣及び知事からの祝い状等の贈呈を行っている。 

 

（５）福岡県ねんりんスポーツ・文化祭 

福岡県ねんりんスポーツ・文化祭の市町村大会について管内市町の実施計画及び実施結果の

進達を行っている。 

 

（６）入所判定委員会等 

  管内関係各市の入所判定委員会に出席し、老人ホーム入所に係る支援・助言等を行っている。 

また、高齢者サービス調整チーム会議に出席し、保健・福祉・医療等の各種サービスに係る

総合的な調整及び推進を行っている。 

 

（７）高齢者等徘徊ＳＯＳネットワーク 

   高齢者等徘徊ＳＯＳネットワークは、更なる地域住民の安全安心に寄与するために管内市町

を含む筑後地区の９市３町（大牟田市・久留米市・柳川市・八女市・筑後市・大川市・小郡市・

うきは市・みやま市・大刀洗町・大木町・広川町）が広域連携している。 

関係各市町で構築された高齢者等徘徊支援ＳＯＳネットワーク会議に積極的に参加、あるい

は、行方不明者についての情報提供、各種福祉情報の提供と支援活動を捜索活動の支援等に協

力している。 
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２ 介護保険 

  居宅サービス事業所等の指定、指導業務を行っている。 

 

（１）居宅サービス事業所の指定申請及び変更申請等 

                     （令和５年度） 

項    目 件 数 

 

居宅サービス事業所 

 

指 定 ２１ 

変 更 ４８６ 

廃止・休止 ２５ 

        

（２）介護老人保健施設、介護老人福祉施設の指定申請及び変更申請 

                     （令和５年度）                      

項     目 進達件数 

介護老人保健施設 

 指 定 ０ 

 変 更 ５９ 

 廃 止 ０ 

介護老人福祉施設 

 指 定 ０ 

 変 更 ６６ 

 廃 止 ０ 

 

（３）指定更新申請 

                     （令和５年度） 

項 目 進達件数 

居宅サービス事業所 ６０ 

介護老人保健施設  ２ 

介護老人福祉施設  ２ 

介護療養型医療施設  ０ 

         

 

３  障がい者福祉業務 

障がい者福祉業務については、管内市町において在宅及び施設における総合的な福祉サービス

が提供されており、当所においては、市町に対する広域調整、情報提供等を行っている。 

また、常時介護が必要な在宅の重度の障がい者や障がい児の方々の負担を軽減するため支給し

ている特別障害者手当等の認定・支給業務や腎臓疾患患者福祉給付金の支給等の事務を実施して

いる。 

 

（１）腎臓疾患患者福祉給付金の支給 

身体障害者手帳所持者で就労等のため、夜間（午後５時以降）に人工透析を１か月間に５回

以上受けている腎臓疾患患者に対して、通院に伴う交通費の一部を助成している。 

支給額  年２回支給  ２，０００円／月額×（対象）１２８月分＝２５６，０００円   

 

  腎臓疾患患者福祉給付金支給状況                    （令和５年度） 

市町名 大牟田市 柳川市 八女市 筑後市 大川市 みやま市 大木町 広川町 計 

対象者数 ０ ０ ７ ０ １ ３ ０ ０ １１ 
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（２）身体障がい者巡回相談 

障がい者更生相談所の主催により大牟田市、柳川市（大川市･大木町を含む）、八女市（広川

町を含む）、筑後市、みやま市のそれぞれの地域に会場を設営し、関係市や身体障がい者相談

員等の協力のもとに、補装具給付要否の判定、施設への入所指導及びその他の相談に応じてい

る。 

当所は関係機関として協力を行っている。 

 

（３）戦傷病者巡回相談 

    身体障がい者巡回相談と同時に、同会場にて戦傷病者特別援護法に基づく、補装具交付請求

の受付を行っている。 

  

（４）特別障害者手当等の支給・認定業務 

  ア、イ、ウの各手当について、管内の郡部を所管している。 

 

ア 特別障害者手当（令和５年度:月額２７，９８０円） 

日常生活において、常時特別の介護を必要とする重度障がい者に支給している。 

           

   イ 障害児福祉手当（令和５年度:月額１５，２２０円） 

    日常生活において、常時特別の介護を必要とする障がい者（２０歳未満）に支給している。 

 

ウ 経過的福祉手当（令和５年度:月額１５，２２０円） 

従前の福祉手当のうち、特別障害者手当の認定基準に該当せず障害基礎年金も給付されな

い者に支給している。 

※支給月は、いずれも５月、８月、１１月、２月の計４回。  

 

各種手当支給状況              （令和６年３月３１日現在） 

 

 

（５）指定障害福祉サービス事業者等の指定等 

    障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成２５年４月１日障害者

自立支援法から法律名変更）に基づく事業者指定等の事務を行っている。 

                                                                              

   事業者指定申請及び変更届等件数            （令和５年度） 

新規指定 更  新 変  更 廃  止 休  止 辞 退 

２８ ４２ ４４５ １５ ３ ０ 

 

（６）障害者自立支援給付事務等市町村指導 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第２条第２項及び地方自治

法第２４５条の４の規定に基づき、市町に対して自立支援給付事務等に関する指導を行ってお

り、令和５年度は柳川市、八女市、大木町及び広川町の指導を実施した。 

 

市町名 特別障害者手当 障害児福祉手当 経過的福祉手当 

大木町 １４   ９ １ 

広川町 １５ １７ ０ 

計 ２９ ２６ １ 



Ⅲ 業務の概要 社会福祉課 

 

63 

 

 

 

（７）まごころ駐車場制度 

 平成２４年２月から、障がいのある方や高齢の方、妊産婦の方など、車の乗り降りや移動に配慮

の必要な方が、公共施設、店舗等の障がい者等用の駐車場などに車をとめ、安全かつ安心して施設

を利用できるように支援する制度をスタートした。 

  対象者の方には、各保健福祉環境事務所等で「ふくおか・まごころ駐車場」の利用証を交付して

いる。利用証のうち、○ア緑色は、障がい者・高齢者等用。○イ赤色は、車いす運転者用。○ウオレンジ

色は、妊産婦・けが人用となっている。 

なお、駐車場の管理者の方には、施設の駐車場を、利用証を持った方が駐車できる「ふくおか・

まごころ駐車場」として登録してもらうよう協力をお願いしている。 

   

まごころ駐車場利用証（市町別）交付状況                    （令和５年度） 

市町名 大牟田市 柳川市 八女市 筑後市 大川市 みやま市 大木町 広川町 その他 計 

交付数 ２４ １９７ １６２ ２７ ９  ２５  ８ ５４  ２ ５０８   

 

４ その他 

（１）社会福祉法人からの申請に係る証明 

社会福祉法人の申請に応じて、「登録免許税非課税措置のための不動産使用証明」、「社会福祉

事業の用に供する不動産使用証明」及び「退職共済加入のための証明」の証明事務を行ってい

る。 
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保護課 

 
１ 生活保護業務の実施 

生活保護法に基づき、管内の要保護者について最低限度の生活を保障するとともに、
その自立を助長するため必要な保護を実施している。 

生活保護は、生活に困窮するすべての国民に対して最低限度の生活を保障するとともに、自立

助長を図ることを目的とする制度であり、我が国における社会保障制度の根幹をなすものである。 

その実施にあたっては、要保護者の家庭を訪問し、生活実態の把握及び指導援助を行うことが

主な業務であり、必要に応じて関係機関の協力を得て調査を行い、適正な保護の実施に努めてい

る。 

生活保護には、次の８種類の扶助があり、国が定めた基準の範囲内で、且つ、生活に困窮する

者の必要に応じて単給又は併給で適用。適用に当たっては、資産、能力その他のあらゆるものを

生活のために活用することが要件とされている。 

 

［保護の種類及び範囲］ 

生活扶助：食事、衣類、電気、ガス、水道など日常の暮らしに必要な費用 

教育扶助：学級費、給食費、学用品、教材費などの教育に関する費用 

住宅扶助：家賃、地代及び住宅の補修に必要な費用 

医療扶助：病気やけがの治療に必要な医療費 

介護扶助：介護サービスを利用するために必要な費用 

出産扶助：出産に必要な費用 

生業扶助：就職するために必要な費用、技能や技術を身につけるために必要な費用 

葬祭扶助：検案、運搬、火葬その他葬祭に必要な費用 

 

  自立支援プログラム 

  ケースワーカーが行う助言・指導・援助以外に、様々なプログラムや事業を実施し被保護者

個々に応じた自立支援に取り組んでいる。 

（１）被保護者就労支援事業 

     就労可能な者に対し、職業カウンセラーが、個別に就労相談や斡旋等の就労支援を行っ 

ている。 

（２）長期入院患者社会復帰促進事業 

病状的に退院が可能であるにもかかわらず、家族の受入が困難等の理由により長期に入

院を余儀なくされている者について、コーディネイトアドバイザーが、関係機関と調整を

行い退院を支援する。 

（３）その他 

・特別生活指導等支援事業 

警察ＯＢを配置し、警察と連携し暴力団員の排除や粗暴ケース等に対して積極的かつ

強力に生活指導を行っている。 

・年金受給資格調査支援授業 

      社会保険労務士を配置し、ケースワーカーと連携し年金受給資格の調査、年金相談及

び年金申請等の支援を行っている。 

 ・健康管理支援事業 

健康上の課題を多く抱えている生活保護受給者に対して、その特性に応じた健康を支

援とともに、健康に対する自立を助長するため、生活保護受給者に対してデータに基づ

く生活習慣病予防・重症化予防等を推進する。 
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 ２ 管内の概況 

平成２１年１０月保健福祉環境事務所が再編され三潴郡大木町が編入となる。平成２２年２

月に八女郡４町村が八女市に編入合併となり、平成２２年２月から三潴郡大木町と八女郡広川

町の生活保護業務を管轄している。 

   管内の保護率は、昭和５６年の２．０２％をピ－クに減少していたが、平成１１年９月の０.

６０％を境に微増に転じ、その後、平成１７年の０．８４％以降は再び減少した。平成１９年度

０．８３％から微増に転じて平成２３年度に１．０４％となった後、平成２４年度から平成２７

年度まで微減していたが、近年は横這い傾向で令和６年３月末現在の保護率は０．９４％となっ

ている。 

  また、世帯類型別でみると、高齢者世帯、傷病障害者世帯等の要援護世帯の占める割合が高く、

保護費の総額に占める医療扶助費の割合も高くなっている。 

                      

 ３ 生活保護の状況 

 （１）町村別被保護世帯の推移               

年度 令和４年度 令和５年度 

区分 

世 

帯 

数 

人 

 

員 

保 

護 

率 

開 

始 

件 

数 

廃 

止 

件 

数 

世 

帯 

数 

人 

 

員 

保 

護 

率 

開 

始 

件 

数 

廃 

止 

件 

数 

町村名  人 ％    人 ％   

大木町 74 105 0.76 18 11 76 108 0.79 15 17 

広川町 160 213 1.07 26 18 161 208 1.05 23 33 

合 計 234 318 0.95 44 29 237 316 0.94 38 50 

                                  （資料 被保護者調査） 

 

（２）世帯類型別被保護世帯数の推移         

 被
保
護
世
帯
数 

被
保
護
人
員

（

 
 

人 

） 

保
護
率

（

 
 

‰ 

） 

世帯類型別被保護世帯数 

（ ）内は構成比（%）  

高齢者世帯 母
子
世
帯 

障
害
者
世
帯 

傷
病
者
世
帯 

そ
の
他
世
帯 

単 

身 

２
人
以
上 

令和４年度  234 318 9.5 
90 

(39.1) 

10 

(4.4) 

16 

(7.0) 

33 

(14.3) 

30 

(13.0) 

51 

(22.2) 

令和５年度  237 316 9.4 
92 

(39.7) 

8 

(3.4) 

17 

(7.3) 

34 

(14.6) 

31 

(13.4) 

50 

(21.6) 

                                  （資料 被保護者調査） 
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（３）開始・廃止の理由別件数 

   ア 開始理由   

         開 始 理 由 令和４年度 令和５年度 

 世帯主の傷病 ８ １４ 

 世帯員の傷病   

 働いていた者の死亡・離別・不在     １ 

 失業 ３  

事業不振・倒産     １      

働きによる収入の減少・喪失 ５  

 年金・仕送り等の減少・喪失     １     ３ 

預貯金等の減少・喪失       １７       １５ 

 保護世帯からの分離   

 家族との別居 １ ２ 

 その他     ２      

 他管内からの転入        ６        ３ 

合   計 ４４ ３８ 

                              （資料 被保護者調査） 

 

  イ 廃止理由                                

        廃 止 理 由 令和４年度 令和５年度 

 世帯主の傷病治癒   

世帯員の傷病治癒   

 死亡・失踪 ７ ２１ 

 働きによる収入の増加・取得 ４ ６ 

 社会保障給付金等の増加 ３ ３ 

 上記以外の収入の増加  １ 

 逮捕・勾留 １ １ 

 施設入所   

 保護世帯への編入   

 親類縁者の引取、家族との同居 ２  

 その他 ５     １２ 

 他管内への転出 ７ ６ 

合   計 ２９ ５０ 

                              （資料 被保護者調査） 
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監査指導課 

 

１ 保育所及び保育所を経営する社会福祉法人の指導 

保育所（幼保連携型認定こども園を含む。）の運営が児童福祉法等の趣旨に沿うよう児童福祉

施設最低基準検査等を年１回以上実施し、設備の充実、保育内容の向上、入所児の適正な保育に

ついて指導監査を実施している。 

併せて、社会福祉法人（保育所のみを運営する法人、保育所と併せてその他の第二種社会福祉

事業のみを運営する法人）について指導監査を実施している。 

 

２ 届出保育施設等の指導 

届出保育施設等の運営が児童福祉法の趣旨に沿うよう届出保育施設等指導監督基準に基づき

立入調査を実施している。 

 

３ 町村社会福祉協議会の指導 

町村社会福祉協議会の適正な運営を図るため、社会福祉法第５６条第１項に基づき指導監査を

実施している。 

 

４ 指定介護（予防）サービス事業者等の指導 

指定介護（予防）サービス事業者及び介護老人保健施設等の運営が適正に行われているか、ま

た、利用者本位のサービス提供が行われているか、介護保険法に基づき運営指導を実施している。 
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地域環境課 

 

地域環境課では、浄化槽、温泉、自然公園に係る許可･届出等の審査、鳥獣保護等の業務を所掌

し、快適な生活環境の確保等に努めている。また、「地球温暖化の防止」、「３Ｒの推進」、「自然共

生社会づくり」等の課題解決に向けて、地域に密着した環境イベントへの参画や水辺教室、学校や

公民館での出前講座など普及啓発事業を行っている。 

なお、平成２４年度から「鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律」における鳥獣保護と狩猟

関係業務が分離され、当所においては、鳥獣保護業務のみを担当することとなっている。 

  

１ 浄化槽の整備 

  公共用水域の水質汚濁の主な原因となっているのは、生活排水である。 

管内では、公共下水道が整備されている区域は一部であるため、生活排水対策として合併浄化

槽の整備を推進している。このため、浄化槽の設置についての届出の審査及び受理、維持管理に

関する指導・啓発を行っている。 

 

  

  浄化槽設置状況 

 

令和５年度 

設置届出 

（合併浄化槽） 

令和６年３月３１日現在設置基数 

合併 みなし(単独) 

大牟田市 ２１４ ５，２０８ １，２７７ 

柳川市 １８１ １１，５７２ ３，０４６ 

八女市 ２１８ ８，５６３ ３，２２０ 

筑後市 １５９ ６，０３９ ２，０３０ 

大川市  ７５ ３，６７４ ３，５２８ 

みやま市 １１８ ６，１７８ ８９８ 

大木町   ７６ ３，３９４ ７９４ 

広川町   ３７ ２，７５９ ４６８ 

計 １，０７８ ４７，３８７ １５，２６１ 
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２ 温泉 

温泉法は、温泉を保護し、温泉の採取等に伴い発生する可燃性天然ガスによる災害を防止し、

その適正な利用を図ることを目的として定められている。 

当所では、法に基づき土地の掘削、動力装置の設置、温泉の採取等の申請に基づく許可や届出

の審査及び監視指導業務を行っている。 

 

 

   管内温泉源泉状況        （令和６年３月３１日現在） 

 源泉数 
利用目的 

自家利用 
浴用 飲用 

大牟田市  ３    ７   

柳川市  ７  ７  １ 

八女市  ８  ６  １ 

筑後市  ３  ６ １  

大川市  ５  ４  １ 

みやま市  ３   ２ １ １ 

大木町  ２  １   

合計 ３１ ３３ ２ ４ 

※ 源泉は休止中及び未利用のものを除いた数 

 

 

３ 自然公園 

管内には、福岡県立自然公園条例に基づき矢部川及び筑後川県立自然公園が指定されている。 

自然公園内で工作物の設置、土地の形状変更等を行う場合は、許可または届出が必要であり、

条例に基づく許可、届出の受理及び監視指導業務を行っている。 

 

管内県立自然公園の指定状況 

公 園 名 
指定面積 

（ｈａ） 

保護規制区分別面積（ｈａ） 指定年月日 

(最終変更年月日) 特別保護 特別地域 普通地域 

矢部川県立 

自然公園 
１７，６３９ － ９１０ １６，７２９ 

S25. 5.13 

(H 3. 5.15) 

筑後川県立 

自然公園 
 ２，３６０ － ７４ ２，２８６ 

S25. 5.13 

(H 4. 5.13) 
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４ 地域環境協議会事業 

  「地球温暖化の防止」、「３Ｒの推進」、「自然共生社会づくり」の課題解決に向けて、平成２５

年度、住民団体や事業者団体、管内市町（環境部署、教育部署）、県出先機関等が参画した、「南

筑後地域環境協議会」を設置した。 

当協議会では、環境教育などを通じた人材育成、民間団体等との協働の推進などに寄与する取

り組みを進めるとともに、地域のニーズに応じた事業を実施している。 

 

（１）協議会参画機関の情報交換・企画会議 

 参画機関の情報の共有化、事業計画の検討等を行っている。 

 

（２）地域イベント等を活用した普及啓発 

 県地球温暖化防止推進員や３Ｒの達人、地域住民団体等と連携した、パネル展示や環境ク 

イズ等を行っている。 

 

（３）出前講座・セミナー 

 出前講座、水辺教室、自然＆野鳥観察会等を行っている。 

 

（４）その他地域の環境保全活動や環境教育の推進に必要な事業 

   やながわ有明海の生きもの観察会 

   有明海干潟の生きもの観察会 

   岩戸山古墳をフィールドとした自然観察会 

   食品ロス削減の工場見学 

 

５ 鳥獣保護 

（１）傷病鳥獣を保護し、野生復帰を図るため「傷病野生鳥獣医療所」を設置している。 

   施設名（委託先）：大牟田市動物園（大牟田市昭和町１６３） 

 

（２）愛鳥週間 

   愛鳥週間行事の一環として、愛鳥週間用ポスター原画の募集を行っている。 

（一社）福岡県猟友会から「実のなる木」の贈呈を受け、管内の小中学校等に配付している。

日本野鳥の会筑後支部と県との共催で、愛鳥週間期間（5/10～5/16）を中心とした期間に、 

探鳥会を実施している。 
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環境指導課 

 

 環境指導課は、環境関係法令に基づく環境調査及び規制行政を執行している。 

 

１ 環境保全業務 

 

（１）環境保全関係法令や条例に基づき特定施設等の届出に関する受付及び指導を行っている。 

（２）特定施設等の立入検査を実施し、適正な施設の設置及び維持管理を指導している。 

（３）管内主要河川の９か所を毎月採水し、環境調査を行っている。（公共用水域水質監視） 

（４）管内の大気、河川、地下水、土壌のダイオキシン類の環境調査を行っている。 

 

公害関係事業所数 （令和６年３月３１日現在）  特定事業場排水検査状況 

＊指導基準不適を含む。指導基準不適の内数は､ 

令和４年度＝３、令和５年度＝０ 

 

 

河川調査の状況と環境基準（BOD）の適合状況               （公表分） 

水系 河川名 地点名等 類型 基準値 
令和３年度 令和４年度 

75%値 適否 75%値 適否 

矢
部
川
水
系 

星野川 星野川橋 － ☆ Ａ 2 2.1 × 1.5 ○ 

矢部川上流 上矢部川橋 － ☆ Ａ 2 1.5 ○ 1.3 ○ 

辺春川 中通橋 － ☆ Ａ 2 2.5 × 2.9 × 

白木川 山下橋 － ☆ Ａ 2 2.0 ○ 1.6 ○ 

矢部川中流 船小屋 － － Ａ 2 0.8 ○ 0.9 ○ 

沖端川上流 磯鳥堰 － ☆ Ａ 2 3.8 × 3.8 × 

沖端川下流 三明橋 － ☆ Ｃ 5 3.9 ○ 2.6 ○ 

塩塚川 晴天大橋 － ☆ Ｂ 3 4.8 × 4.4 × 

飯江川上流 古賀橋 － － Ａ 2 2.3 × 2.4 × 

飯江川下流 丁字橋 － － Ｃ 5 1.8 ○ 2.1 ○ 

矢部川下流 浦島橋 － － Ｂ 3 1.4 ○ 1.5 ○ 

楠田川 三開堰 － ☆ Ｂ 3 4.2 × 4.0 × 

筑
後
川
水
系 

山の井川 天竺橋 
*1 

－
Ｂ 3 2.0 ○ 2.1 ○ 

*2 Ｃ 5 2.8 ○ 4.5 ○ 

筑後川(3) 六五郎橋 － － Ｂ 3 2.4 ○ 2.4 ○ 

花宗川 酒見橋 
*1 

☆ 
Ｂ 3 5.0 × 4.9 × 

*2 Ｃ 5 6.8 × 8.9 × 

*1：5 月～9 月、*2：10 月～4 月、☆：当事務所採水地点、BOD：生物化学的酸素要求量（㎎/L） 

類 型：河川の環境基準は利用目的の適応性によりＡＡからＥまで６段階  

（資料 令和元年度版公害関係測定結果） 

75%値：測定データを値が小さい方から順に並べ、データ数の 75%番目に当たるデータ値（年 12 回 

測定し、値が小さい方から 9 番目のデータが 75%値） 

適 否：75%値が環境基準値以下の場合に、環境基準が達成されたと判断され「○」となる。 

事業所区分 事業場数 

大気汚染防止法 ２１９ 

福岡県生活環境保全条例 ０ 

水質汚濁防止法 ７２７ 

ダイオキシン類特措法 ６１ 

計 １，００７ 

年 度 検体数 適 不適＊ 

令和４年度 ６０ ５３ ７ 

令和５年度 ７１ ６７ ４ 
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公害関係苦情処理状況 

 

２ 廃棄物業務 

 

（１）廃棄物の処理及び清掃に関する法律(廃掃法)に基づく許可等業務及び監視指導業務 

（２）使用済自動車の再資源化等に関する法律(自動車リサイクル法)の規定に基づく許可等業務及び

監視指導業務 

（３）その他廃棄物関係法令及び条例に基づく届出等受理業務及び監視業務 

 

廃掃法関係許可状況        （令和６年３月３１日現在） 

処 理 施 設 

中間処理 
最終処分 

安定型 管理型 遮断型 

７５＊１ ３ １ １ 

 

処 分 業 者 

収集運搬 中間処理 最終処分 

普通 特管 普通 特管 安定 管理 

６６２ ７７ １０４＊２ ４ ２ １ 

 

そ の 他 ＊１ 県域外事業者（移動式）を含む。 

＊２ 県域外事業者（移動式）を含む。 

＊３ 主管事務所でない１件は計上していない。 
一般廃棄物 

処理施設 
再生事業者 

４０  ９＊３ 

 

自動車リサイクル法関係施設     （令和６年３月３１日現在） 

 

 

 

 

 

公
害

の
種

類 

大

気

汚

染 

水

質

汚

濁 

土

壌

汚

染 

騒

音 

振

動 

地

盤

沈

下 

悪

臭 

そ  

の  
他 

計 

令和４年度 ２５ ２４ ０ ７ １ ０ ３ ２７ ８７ 

令和５年度 ２２ １６ ０ ０ ０ ０ ０ １６ ５４ 

引取業者数 ﾌﾛﾝ回収業者数 解体業者数 破砕業者数 

１２３ ３８ ２１ ４ 



お問合せ先

総   務   係 ０９４４－７２－２１１１

企画指導係 ０９４４－７２－２１１２

健康増進係 ０９４４－７２－２１８５

疾病対策係 ０９４４－６９－５４０５ 〒８３２－０８２３

精神保健係 ０９４４－７２－２１７６ 　柳川市三橋町今古賀８－１

食品衛生第一係 ０９４４－７２－２１６２

食品衛生第二係 ０９４４－６９－５４０６

生活衛生係 ０９４４－７２－２１６３

感 染 症 係 ０９４４－７２－２８１２

児童家庭係 ０９４３－２２－６９６５

０９４３－２２－６９７１

０９４３－２２－６９７３ 〒８３４－００６３

０９４３－２２－６９６０ 　八女市本村２５

０９４３－２２－６９６３

０９４３－２２－６９６４

庁舎位置図

課・係 電話番号 所　　在　　地
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本庁舎

総務企画課

健康増進課

保健衛生課

社会福祉課

分庁舎
監査指導課

地域環境課

環境指導課

保 　護 　課

高齢・障がい福祉係

西鉄柳川国
道
２
０
８
号

下百町

柳川警

察署前

徳益

本庁舎

柳川警察署

国道４４３

国道４４２号

納楚

日ノ出町

清水町

本村

八女市役所

平

土橋

分庁舎

八女消防

西鉄バス停福島

堀川バスセンター

至
山
川

至大牟田

国
道
２
０
９

至久留

恵比須町

蒲船津西

有
明
海
沿
岸
道
路
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令和4年人口動態総覧

　　 自然死産

　　 人工死産

資料 ： 厚生労働省「人口動態統計」　

令和４年死因・順位別にみた死亡数

資料 ： 厚生労働省「人口動態統計」　

　　注：1) 心疾患は、高血圧性を除く

広川町 244
悪性新生物

〈腫瘍〉
68

心　疾　患
29

老　　　　衰
15

脳血管疾患
20

大木町 160
悪性新生物

〈腫瘍〉
39

心　疾　患
18

肺　　　　炎
7

脳血管疾患
8

老　　　　衰
15

不慮の事故
6

肺　　　　炎
10

腎　不　全
5

糖　尿　病
4

自　　　殺
3

肝疾患 大動脈
瘤及び解離 慢
性閉塞性肺疾

患  1

高血圧性疾患  6
     自　　　殺     6

　不慮の事故  　4
 　腎　不　全     4

糖　尿　病
3

肺　　　　炎
32

腎　不　全
13

肝　疾　患
9

慢性閉塞
性肺疾患

8

自　　　殺
糖　尿　病

7

 

大動脈瘤及び解離  9
     腎　不　全          9

自　　　殺
9

慢性閉塞
性肺疾患
肝疾患

6

肝　疾　患
腎　不　全

大動脈瘤及び解離
8

慢性閉塞性肺
疾患　自殺

糖尿病　高血
圧性疾患　　4

老　　　　衰
147

老　　　　衰
77

みやま市 601
悪性新生物

〈腫瘍〉
142

心　疾　患
83

老　　　　衰
45

大川市 541
悪性新生物

〈腫瘍〉
140

心　疾　患
58

老　　　　衰
42

筑後市 535
悪性新生物

〈腫瘍〉
134

心　疾　患
69

大牟田市 2,069
悪性新生物

〈腫瘍〉
500

心　疾　患
258

老　　　　衰
57

福岡県 61,302
悪性新生物

〈腫瘍〉
16,150

心　疾　患
7,270

老　　　　衰
5,086

肝　疾　患
713

南筑後保健所 6,163
悪性新生物

〈腫瘍〉
1,516

心　疾　患
802

脳血管疾患
406

老　　　　衰
442

不慮の事故
193

脳血管疾患
3,748

肺　　　　炎
3,150

不慮の事故
1,784

腎　不　全
1,233

自　　　殺
873

大動脈瘤
及び解離

830

腎　不　全
126

大動脈瘤
及び解離

71

慢性閉塞
性肺疾患

74

自　　　殺
62

肺　　　　炎
353

１０位

全国 1,569,050
悪性新生物

〈腫瘍〉
385,797

心　疾　患
232,964

老　　　　衰
179,529

脳血管疾患
107,481

肺　　　　炎
74,013

不慮の事故
43,420

４位 ５位 ６位 ７位 ８位 ９位
死亡数
（総数）

１位 ２位 ３位

腎　不　全
30,739

自　　　殺
21,252

大動脈瘤
及び解離

19,987

肝　疾　患
18,896

78 46 48 15 30　離 婚 件 数 8,444 1,108 179 81 77

50　婚 姻 件 数 21,840 2,306 327 185 175 200 99

　周産期死亡数
 (総数)

0 0 1 0 0　　 早期新生児死亡 19 1 0 0 0

0
　　 22週以後

の死産
97 4 2 1 0 0 1

1337 15 5 3 0 1

0 1 1 0 0

0

116 5 2 1 0

399 24 11 3 4 4

1
　　 乳 児 死 亡

（再掲）
66 5 0 1 1

1 0 0
　　 新生児死亡

（再掲）
33 1 0 0 0 0 0

9
　　　2500g未満

（再掲）
3,499 219 62 27 42

601 160 244　死　亡　数 61,302 6,163 2,069 1,016 997 535 541

広川町福岡県 南筑後保健所 大牟田市 柳川市 八女市

100 105　出　生　数 35,970 2,256 575 339 392 404 179 162

脳血管疾患
138

筑後市 大川市 みやま市 大木町

肺　　　　炎
122

43 13 12 11

1 0 1 0

3 2 0

0 2 0

0 0

81 36

糖　尿　病
24

腎　不　全
22

不慮の事故
72

腎　不　全
46

慢性閉塞
性肺疾患

28

大動脈瘤
及び解離

26

不慮の事故
28

自　　　殺
10

腎　不　全
19

慢性閉塞
性肺疾患

17

高血圧性疾患
15

高血圧性疾患
21

不慮の事故
18

74

老　　　　衰
59

大動脈瘤
及び解離

13

糖　尿　病
14

肺　　　　炎
56八女市 997

悪性新生物
〈腫瘍〉

235

心　疾　患
154

脳血管疾患
71

柳川市 1,016
悪性新生物

〈腫瘍〉
258

心　疾　患
133

肺　　　　炎
62

脳血管疾患
60

不慮の事故
17

脳血管疾患
39

肺　　　　炎
42

不慮の事故
22

脳血管疾患
42

肺　　　　炎
33

不慮の事故
26

脳血管疾患
28



管内市町人口総数及び増減数・率、年齢３区分別人口数

平成22年
人口

平成17年～
22年の

平成17年～
22年の

平成27年
人口

平成22年～
27年の

平成22年～
27年の

令和2年
人口

平成27～令
和2年の

平成27～
令和2年の

総数 人口増減数 人口増減率 総数 人口増減数 人口増減率 総数 人口増減数 人口増減率 平成22年 平成27年 令和2年 平成22年 平成27年 令和2年 平成22年 平成27年 令和2年

（人） （人） （％） （人） （人） （％） （人） （人） （％） （人） （人） （人）※ （人） （人） （人）※ （人） （人） （人）※

全国 128,057,352 289,358 0.2 127,094,745 -962,607 -0.8 126,146,099 -948,646 -0.7 16,803,444 15,886,810 15,031,602 81,031,800 76,288,736 75,087,865 29,245,685 33,465,441 36,026,632

福岡県 5,071,968 22,060 0.4 5,101,556 29,588 0.6 5,135,214 33,658 0.7 684,124 676,045 667,107 3,227,932 3,057,855 3,035,328 1,123,376 1,304,764 1,432,779

大牟田市 123,638 -7,452 -5.7 117,360 -6,278 -5.1 111,281 -6,079 -5.2 14,235 12,726 12,201 71,030 62,270 57,252 37,816 40,542 41,828

柳川市 71,375 -3,164 -4.2 67,777 -3,598 -5.0 64,475 -3,302 -4.9 9,195 8,345 7,648 43,015 38,542 35,164 19,165 20,815 21,663

八女市 69,057 -4,205 -5.7 64,408 -4,649 -6.7 60,608 -3,800 -5.9 8,613 7,604 7,061 39,892 35,223 31,340 20,519 21,451 22,207

筑後市 48,512 668 1.4 48,339 -173 -0.4 48,827 488 1.0 7,250 7,120 7,103 29,578 28,679 28,362 10,918 12,456 13,362

大川市 37,448 -1,765 -4.5 34,838 -2,610 -7.0 32,988 -1,850 -5.3 4,488 3,668 3,456 22,236 19,579 17,700 10,698 11,456 11,832

7
5 みやま市 40,732 -2,640 -6.1 38,139 -2,593 -6.4 35,861 -2,278 -6.0 4,787 4,336 3,994 23,528 20,503 18,072 12,409 13,270 13,795

大木町 14,350 68 0.5 14,176 -174 -1.2 13,820 -356 -2.5 2,245 2,253 2,101 8,887 8,257 7,683 3,209 3,651 4,036

広川町 20,253 5 0.0 20,183 -70 -0.3 19,969 -214 -1.1 2,989 2,900 2,677 12,433 11,723 11,269 4,794 5,443 6,023

資料：国勢調査（総務省統計局）
注）※マークの項目については、「参考表：令和２年国勢調査に関する不詳補完結果」の結果数値を掲載している。

年齢３区分別人口総数及び増減数

15歳未満人口 15～64歳人口 65歳以上人口



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和６年度 南筑後保健福祉環境事務所 事業概要 

（令和６年８月） 

編集・発行 福岡県南筑後保健福祉環境事務所 

〒８３２－０８２３ 

柳川市三橋町今古賀８－１ 

ＴＥＬ ０９４４－７２－２１１１ 

ＦＡＸ ０９４４－７４－３２９５ 
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